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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数の人物で構成される第１の組織の評価を行う組織評価装置であって、
　上記複数の人物それぞれに装着される端末のセンサで検出される物理量を示すデータを
受信する受信部と、
　上記物理量を示すデータを、上記物理量を示すデータが検出された時刻情報および上記
端末のそれぞれに固有の識別子と対応づけて格納するセンシングデータ格納部と、
　上記センシングデータ格納部に格納された物理量を示すデータ又は上記識別子のそれぞ
れと対応付けて記録された業務指標から、上記時刻情報が所定の範囲にあり、かつ、所定
の上記識別子を有するデータを抽出することによって、上記複数の人物それぞれに対応す
る個人指標を算出する個人指標算出部と、
　上記個人指標を格納する個人指標格納部と、
　上記複数の人物それぞれが上記第１の組織と関与している度合いを示す重み係数を、上
記センシングデータ格納部に格納された物理量を示すデータから算出する重み係数算出部
と、
上記重み係数を用いて上記個人指標格納部に格納された複数の上記個人指標を加重平均す
ることにより、上記第１の組織の組織指標を算出する組織指標算出部と、を有し、
　上記物理量を示すデータは、上記端末の赤外線送受信部により検出される人物間の対面
を示す対面データであって、
　上記重み係数算出部は、上記複数の人物それぞれと上記第１の組織の他の人物との繋が
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りを示すネットワーク指標を上記対面データから算出し、上記ネットワーク指標を上記複
数の人物のネットワーク指標の合計値で除算することにより、上記重み係数を算出する組
織評価装置。
【請求項２】
　請求項１に記載の組織評価装置において、
　上記重み係数算出部は、上記第１の組織のネットワーク構造において所定のステップ数
以内に到達する人数を示す到達度を上記対面データから算出し、上記到達度を上記複数の
人物の到達度の合計値で除算することにより上記重み係数を算出する組織評価装置。
【請求項３】
　請求項２に記載の組織評価装置において、
　上記個人指標算出部は、上記ネットワーク構造において上記複数の人物それぞれの周囲
で連携している度合いを示す結束度を上記対面データから算出し、
　上記組織指標算出部は、上記到達度から算出される重み係数を用いて複数の上記結束度
を加重平均することにより、上記組織指標を算出する組織評価装置。
【請求項４】
　請求項１に記載の組織評価装置において、
　上記重み係数算出部は、上記第１の組織のネットワーク構造において上記複数の人物そ
れぞれが直接リンクしている人数を示す次数を上記対面データから算出し、上記次数を上
記複数の人物の次数の合計値で除算することにより上記重み係数を算出する組織評価装置
。
【請求項５】
　請求項１に記載の組織評価装置において、
　上記重み係数算出部は、上記第１の組織のネットワーク構造において上記複数の人物間
を媒介する度合いを示す媒介度を上記対面データから算出し、上記媒介度を上記複数の人
物の媒介度の合計値で除算することにより上記重み係数を算出する組織評価装置。
【請求項６】
　請求項１に記載の組織評価装置において、
　上記重み係数算出部は、上記第１の組織のネットワーク構造における上記複数の人物そ
れぞれの周囲で連携している度合いを示す結束度を上記対面データから算出し、上記結束
度を上記複数の人物の媒介度の合計値で除算することにより上記重み係数を算出する組織
評価装置。
【請求項７】
　請求項１に記載の組織評価装置において、
　上記物理量を示すデータのうち少なくとも１つは、上記端末の加速度センサにより検出
される加速度データであって、
　上記個人指標算出部は、上記加速度データから加速度の周波数を計算することによって
、上記複数の人物それぞれの没頭度を示すフローレベルを上記加速度データから算出する
組織評価装置。
【請求項８】
　請求項１に記載の組織評価装置において、
　上記組織評価装置は、ネットワークを介して複数の組織の組織指標を格納する組織指標
管理サーバと接続され、
　上記受信部は、上記第１の組織とは異なる第２の組織の組織指標を上記組織指標管理サ
ーバから受信し、
　上記第１の組織及び上記第２の組織それぞれの組織指標と当該組織指標の順位とを二軸
とする座標平面上に、上記第１の組織を示す記号をプロットして、接続される表示装置に
出力する組織指標可視化部を有する組織評価装置。
【請求項９】
　請求項１に記載の組織評価装置において、
　複数種類の上記重み係数に用いる重み付け指標と複数種類の上記個人指標が、接続され
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る表示装置に表示され、
　上記重み係数算出部は、上記表示装置に表示された複数種類の重み付け指標の中から入
力部を介して選択される１の重み付け指標に基づいて上記重み係数算出し、
　上記個人指標算出部は、上記表示装置に表示された複数種類の個人指標の中から上記入
力部を介して選択される１の個人指標を算出する組織評価装置。
【請求項１０】
　請求項１に記載の組織評価装置であって、
　上記個人指標算出部は、上記センシングデータ格納部に格納された物理量を示すデータ
又は上記識別子のそれぞれと対応付けて記録された業務指標から、複数種類の上記個人指
標を算出し、
　上記組織指標算出部は、同一の上記重み係数を用いて上記複数種類の個人指標それぞれ
を加重平均することにより、複数種類の上記組織指標を算出する組織評価装置。
【請求項１１】
　請求項１に記載の組織評価装置であって、
　上記個人指標算出部は、上記センシングデータ格納部に格納された物理量を示すデータ
又は上記識別子のそれぞれと対応付けて記録された業務指標から、複数種類の上記個人指
標を算出し、
　上記組織指標算出部は、少なくとも一種類の個人指標を上記重み係数を用いて加重平均
することにより、複数種類の上記組織指標を算出し、
　上記複数種類の組織指標を乗算することにより総合組織指標を算出する総合組織指標算
出部をさらに有する組織評価装置。
【請求項１２】
　複数の人物で構成される組織の評価を行う組織評価装置であって、
　上記複数の人物それぞれに装着される端末の加速度センサで検出される加速度データ及
び赤外線送受信部で検出される対面データを受信する受信部と、
　上記加速度データ及び上記対面データを格納するセンシングデータ格納部と、
　上記組織のネットワーク構造において上記複数の人物それぞれの周囲で連携している度
合いを示す結束度を上記対面データから算出し、かつ、上記加速度データから加速度の周
波数を計算することによって、上記複数の人物それぞれの没頭度を示すフローレベルを上
記加速度データから算出する個人指標算出部と、
　上記結束度及び上記フローレベルを格納する個人指標格納部と、
　上記ネットワーク構造において所定のステップ数以内に到達する人数を示す到達度を上
記対面データから算出し、上記到達度を上記複数の人物の到達度の合計値で除算すること
により重み係数を算出する重み係数算出部と、
　上記重み係数を用いて上記個人指標格納部に格納された複数の上記結束度を加重平均す
ることにより上記組織の結束度を算出し、かつ、上記個人指標格納部に格納された複数の
上記フローレベルに基づいて上記組織のフローレベルを算出する組織指標算出部と、
　上記組織の結束度と上記組織のフローレベルとを二軸とする座標平面上に、上記組織を
示す記号をプロットして、接続される表示装置に出力する組織指標可視化部と、を有する
組織評価装置。
【請求項１３】
　請求項１２に記載の組織評価装置であって、
　上記重み係数算出部は、上記加速度データ又は上記対面データに基づいて上記端末のユ
ーザの滞在時間を算出し、上記滞在時間を複数の上記滞在時間の合計値で除算することに
より、上記重み係数を算出し、
　上記組織指標算出部は、上記滞在時間から算出された重み係数を用いて複数の上記フロ
ーレベルを加重平均することにより、上記組織のフローレベルを算出する組織評価装置。
【請求項１４】
　組織を構成する複数の人物それぞれに装着され、物理量を示すデータを取得するセンサ
と、上記物理量を示すデータを処理装置に送信する送信部と、を有する端末と、



(4) JP 5372588 B2 2013.12.18

10

20

30

40

50

　上記物理量を示すデータを受信する受信部と、上記物理量を示すデータを、上記物理量
を示すデータが検出された時刻情報および上記端末のそれぞれに固有の識別子と対応付け
て格納するセンシングデータ格納部と、上記センシングデータ格納部に格納された物理量
を示すデータ又は上記識別子のそれぞれと対応付けて記録された業務指標から、上記時刻
情報が所定の範囲にあり、かつ、所定の上記識別子を有するデータを抽出することによっ
て、上記複数の人物それぞれに対応する個人指標を算出する個人指標算出部と、上記個人
指標を格納する個人指標格納部と、上記複数の人物それぞれが上記組織と関与している度
合いを示す重み係数を上記センシングデータ格納部に格納された物理量を示すデータから
算出する重み係数算出部と、上記重み係数を用いて上記個人指標格納部に格納された複数
の上記個人指標を加重平均することにより上記組織の組織指標を算出する組織指標算出部
と、を有する処理装置と、を備え、
　上記物理量を示すデータは、上記端末の赤外線送受信部により検出される人物間の対面
を示す対面データであって、
　上記重み係数算出部は、上記複数の人物それぞれと上記組織の他の人物との繋がりを示
すネットワーク指標を上記対面データから算出し、上記ネットワーク指標を上記複数の人
物のネットワーク指標の合計値で除算することにより、上記重み係数を算出する組織評価
システム。
【請求項１５】
　請求項１４に記載の組織評価システムにおいて、
　上記重み係数算出部は、上記組織のネットワーク構造において所定のステップ数以内に
到達する人数を示す到達度を上記対面データから算出し、上記到達度を上記複数の人物の
到達度の合計値で除算することにより上記重み係数を算出し、
　上記個人指標算出部は、上記ネットワーク構造において上記複数の人物それぞれの周囲
で連携している度合いを示す結束度を上記対面データから算出し、
上記組織指標算出部は、上記到達度から算出される重み係数を用いて複数の上記結束度を
加重平均することにより、上記組織指標を算出する組織評価システム
【請求項１６】
　請求項１４に記載の組織評価システムにおいて、
　上記物理量を示すデータは、上記端末の加速度センサにより検出される加速度データで
あって、
　上記個人指標算出部は、上記加速度データから加速度の周波数を計算することによって
、上記複数の人物それぞれの没頭度を示すフローレベルを上記加速度データから算出する
組織評価システム。
【請求項１７】
　請求項１４に記載の組織評価システムにおいて、
　上記端末から送信される物理量を示すデータを収集する収集装置をさらに有し、
　上記収集装置は、複数の上記端末とそれぞれ接続し、上記物理量を示すデータを受信す
る複数のコネクタと、処理部と、上記複数のコネクタそれぞれと上記処理部との間に、上
記物理量を示すデータを一時的に蓄えておく複数のバッファとを備え、
　上記処理部は、上記複数の端末それぞれに対応した複数のバッファから、蓄積された上
記物理量を示すデータを所定の順序で読み出す組織評価システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、センサ端末を身に着けた人物の活動データに基づき、組織を評価・分析する
技術に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　従来、電話や電子メールの送受信データから求めた個人のネットワーク指標（媒介中心
性、次数中心性）の分散を用いることによって組織の指標を算出する方法が知られている
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（例えば、特許文献１参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００８－２５７５３９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　良い組織とは何か、という価値基準においては多様な視点が存在するが、これまでに組
織評価指標を大きく発展させてきた分野は経済である。例えば株価や利益率、総資産額な
どの金銭的に換算された経営指標によって営利組織は評価されている。一方、組織は人の
集合であることから、マネージャーは結果としての経営指標のみではなく、部下のコミュ
ニケーションや残業時間、モチベーションなどの日々のプロセスにも気を配っている。そ
こで、日々の構成員の行動に基づいた組織評価指標によって適切なマネジメントを促すこ
とが必要である。
【０００５】
　しかしながら、個人に着目した指標は、基本的に個人単位で算出される。例えば、会話
時間や残業時間、モチベーションの度合い、などが個人ごとに数値化される。その後、組
織の構成員の個人指標を統合して１つの値にすることにより、組織評価指標が求められる
。
【０００６】
　特許文献１は組織のコミュニケーション分析に関するものであるが、組織内の対象者の
コミュニケーションを検出するにあたって、各対象者の個人指標の分散を組織指標として
いる。また、コミュニケーションの分析にあたっては、対象者の位置情報によって求まる
会合、電子メール、文書ファイルシステムへのアクセスといった事象を用いている。
【０００７】
　これに対して、発明者らは組織に属する対象者のface to faceのコミュニケーションを
直接的にセンシングすることで組織におけるコミュニケーションを分析する研究を進めて
いる。この中で、組織の境界が組織評価指標の算出に大きな影響を与えることに気が付い
た。
【０００８】
　すなわち、一般的には職制を単位として組織評価指標を求める。特許文献１で分析対象
とされている会合、電子メール、文書ファイルシステムは職制ベースで体系化されている
ことも多く、組織の境界が問題になることは少ないと考えられる。これに対して、face t
o faceのコミュニケーションを直接的にセンシングする場合には、当該組織の中で実際に
どのような業務がなされているのかに大きく依存し、往々にして職制を単位として組織評
価指標を算出することが適切でないことが生じる。例えば、他の組織と兼任している対象
者や、社外に滞在していることが多い対象者、外部の組織と業務を行うことがほとんどで
ある対象者を、職制が同じであるという理由で一つの組織として組織評価指標を求めてし
まうと、組織評価指標が、これらの対象者の値が含まれることによって、本来評価したい
組織のコミュニケーション状況とは異なる値となってしまう。
【０００９】
　この問題を回避するために、組織評価指標を求める範囲を職制とするのではなく、ヒア
リング等から得られる外部情報を用いて、実態に即して判断するというのも一方法である
。しかしながら、この方法は、分析者の判断によって組織評価指標がばらつくという問題
がある。
【００１０】
　例えば、図１８は、４人の人物（Ｕｓｅｒ１０００～Ｕｓｅｒ１００３）が存在する組
織であり、個人指標は各対象者の没頭度を示す「フローレベル」であるとする（フローレ
ベルについては、実施例において詳述する）。この組織においては、Ｕｓｅｒ１０００～
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１００２の３人が相互にコミュニケーションしているのに対して、Ｕｓｅｒ１００３は１
人としか結びついていない。
【００１１】
　個人指標の分散を組織評価指標とするとして、職制通りにＵｓｅｒ１０００～１００３
を組織に属する対象者として当該組織の組織評価指標を求めると１５１９となる。一方で
、分析者がＵｓｅｒ１００３を対象者とせず、Ｕｓｅｒ１０００～１００２を組織の構成
員として定義して組織評価指標を求めると当該組織の組織評価指標は０となる。このよう
に、face to faceのコミュニケーションに基づき、組織内のコミュニケーションの評価指
標を求めようとすると、組織のface to faceコミュニケーション・ネットワークの辺縁に
位置する対象者を組織として組み入れるか否かによって組織評価指標が大きくばらつく。
【００１２】
　なお、個人指標の相加平均を組織指標としても同様である。図１８の例において、Ｕｓ
ｅｒ１０００～１００３を組織に属する対象者とすれば、当該組織の組織指標は７７．５
となり、Ｕｓｅｒ１０００～１００２を組織の構成員として定義すれば当該組織の組織指
標は１００となる。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　本発明では、従来のコミュニケーション分析のように組織に境界（例えば、職制）を設
け、その内側のコミュニケーションを分析するアプローチではなく、組織の境界を曖昧な
ものとして扱うアプローチをとる。face to faceコミュニケーション・ネットワークは中
心部分から辺縁部分に連続的に変化していくネットワークと理解できる。したがって、対
象とする組織のface to faceコミュニケーション・ネットワークの中心から辺縁に向かっ
て対象者を重み付けすることによって、コミュニケーション・ネットワークの連続的変化
を組織評価指標に反映させることで、より実態に即し、かつ分析者の判断に依存しない、
客観性の高い、安定した組織評価指標を算出することができる。
【００１４】
　本願において開示される発明のうち、代表的なものの概要を簡単に説明すれば、下記の
とおりである。
【００１５】
　複数の人物で構成される第１の組織の評価を行う組織評価装置である。組織評価装置は
、複数の人物それぞれに装着される端末のセンサで検出される物理量を示すデータを受信
する受信部と、物理量を示すデータを格納するセンシングデータ格納部と、センシングデ
ータ格納部に格納された物理量を示すデータ又は複数の人物それぞれの業務指標から、複
数の人物それぞれの個人指標を算出する個人指標算出部と、個人指標を格納する個人指標
格納部と、複数の人物それぞれが第１の組織と関与している度合いを示す重み係数を、セ
ンシングデータ格納部に格納された物理量を示すデータから算出する重み係数算出部と、
重み係数を用いて個人指標格納部に格納された複数の個人指標を加重平均することにより
、第１の組織の組織指標を算出する組織指標算出部と、を有する。
【００１６】
　また、複数の人物で構成される組織の評価を行う組織評価装置である。組織評価装置は
、複数の人物それぞれに装着される端末の加速度センサで検出される加速度データ及び赤
外線センサで検出される対面データを受信する受信部と、加速度データ及び赤外線データ
を格納するセンシングデータ格納部と、組織のネットワーク構造において複数の人物それ
ぞれの周囲で連携している度合いを示す結束度を対面データから算出し、かつ、複数の人
物それぞれの没頭度を示すフローレベルを加速度データから算出する個人指標算出部と、
結束度及びフローレベルを格納する個人指標格納部と、ネットワーク構造において所定の
ステップ数以内に到達する人数を示す到達度を対面データから算出し、到達度を複数の人
物の到達度の合計値で除算することにより重み係数を算出する重み係数算出部と、重み係
数を用いて個人指標格納部に格納された複数の結束度を加重平均することにより組織の結
束度を算出し、かつ、個人指標格納部に格納された複数のフローレベルに基づいて組織の
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フローレベルを算出する組織指標算出部と、組織の結束度と組織のフローレベルとを二軸
とする座標平面上に、組織を示す記号をプロットして、接続される表示装置に出力する組
織指標可視化部と、を有する。
【００１７】
　また、組織を構成する複数の人物それぞれに装着され、物理量を示すデータを取得する
センサと、物理量を示すデータを処理装置に送信する送信部とを有する端末と、物理量を
示すデータを受信する受信部と、物理量を示すデータを格納するセンシングデータ格納部
と、センシングデータ格納部に格納された物理量を示すデータ又は複数の人物それぞれの
業務指標から複数の人物それぞれの個人指標を算出する個人指標算出部と、複数の人物そ
れぞれが組織と関与している度合いを示す重み係数をセンシングデータ格納部に格納され
た物理量を示すデータから算出する重み係数算出部と、重み係数を用いて個人指標格納部
に格納された複数の個人指標を加重平均することにより組織の組織指標を算出する組織指
標算出部とを有する処理装置と、を備える組織評価システムである。
【発明の効果】
【００１８】
　本発明によれば、組織構成員の組織における重要度や影響度に応じて個人指標から組織
指標を算出できるため、組織においてあまり重要でない人物の外れ値に影響されにくく、
組織構成員の範囲定義に影響されにくい安定した組織指標を算出できる。それにより、組
織指標の信頼性が増し、組織間比較や組織特性の時系列変化を数値で分析し、組織マネジ
メントに役立てることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１９】
【図１】センサネットワークシステムの構成を示す図の一例である。
【図２】アプリケーションサーバとクライアントの構成を示す図の一例である。
【図３】組織指標管理サーバとセンサネットサーバと基地局の構成を示す図の一例である
。
【図４】端末の構成を示す図の一例である。
【図５】センシングデータがセンサネットサーバに格納されるまでのシーケンス図の一例
である。
【図６】アプリケーションの立ち上げから解析結果をユーザに提示するまでのシーケンス
図の一例である。
【図７】解析条件設定のために表示される画面の例を示す図である。
【図８】組織指標を算出するために実行される処理を示すフローチャートである。
【図９】ユーザＩＤ対応表の例を示す図である。
【図１０】センサネットサーバが保持する加速度データテーブルを示す図の一例である。
【図１１】センサネットサーバが保持する対面テーブルを示す図の一例である。
【図１２】対面マトリクスを示す図の一例である。
【図１３】組織のネットワーク構造を説明する図の一例である。
【図１４】結束度を説明する図の一例である。
【図１５】次数、到達度、媒介度を説明する図の一例である。
【図１６】個人指標テーブルを示す図の一例である。
【図１７】組織指標テーブルを示す図の一例である。
【図１８】重み付けによる組織指標と分散・平均による組織指標の差異を示す図の一例で
ある。
【図１９】組織指標を表示する例を示す図である。
【図２０】組織指標を表示する例を示す図である。
【図２１】組織指標を表示する例を示す図である。
【図２２】組織指標を表示するために実行される処理の例を示すフローチャートである。
【図２３】総合組織力を表示する例を示す図である。
【図２４】総合組織力を表示する例を示す図である。
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【図２５】総合組織力を表示する例を示す図である。
【図２６】実組織における次数、到達度、媒介度による重み係数の分布の結果を示す図で
ある。
【図２７】実組織における次数、到達度、媒介度による重み係数の分布の結果を示す図で
ある。
【図２８】実組織における次数と到達度の分布の結果を示す図である。
【図２９】クレイドル型の基地局と、端末の構成を説明する図の一例である。
【図３０】クレイドル型の基地局のハードウェア構成の一具体例を説明する図である。
【図３１】端末をクレイドル型の基地局に装着したときの処理シーケンスを説明する図の
一例である。
【図３２】複数の端末が複数のクレイドル型の基地局に挿入されてデータを収集する使用
形態を説明する図の一例である。
【図３３】クレイドル型の基地局のプリント基板の部品実装を説明する図の一例である。
【図３４】クレイドル型の基地局が効率よくデータを収集できることを説明する図の一例
である。
【図３５】クレイドル型の基地局が複数の端末からデータを収集してセンサネットサーバ
に送信するタイミングを説明する図の一例である。
【図３６】フローレベルを算出するフローチャートの一例である。
【発明を実施するための形態】
【００２０】
　本発明は、組織に関与している度合い、すなわち組織における個人の重要度によって個
人を重み付けし、その重み係数を個人指標に掛けたものの和（加重平均）を取ることで組
織指標を算出するものである。特に、組織における個人の重要度としては、組織内での他
者との関わり方、つまり、コミュニケーションの構造に基づいたネットワーク指標を用い
ることを特徴とする。
【００２１】
　より具体的には、対象になる人物が装着したセンサ端末によって、その人物の身体の動
き・他の人物との対面に関するデータを取得し、個人の指標を算出し、それをネットワー
ク指標によって重み付けすることで組織の指標を算出するシステムを実現する。
【実施例１】
【００２２】
　最初に、本発明の第１の実施の形態について図面を参照して説明する。
＜図１：全体の処理の流れ＞
　図１に、第１の実施の形態のシステム概要を示す。第１の実施の形態では、無線送受信
器を有するセンサ端末（ＴＲ）を組織の各メンバがユーザ（ＵＳ）として装着し、その端
末（ＴＲ）によって各メンバの動きやメンバ間の交流（インタラクション）に関するセン
シングデータを取得する。インタラクションについては、ユーザ（ＵＳ）同士が対面した
際に各端末（ＴＲ）間で赤外線を送受信することで対面を検知している。取得したセンシ
ングデータは無線によって基地局（ＧＷ）に送信され、ネットワーク（ＮＷ）を通じてセ
ンサネットサーバ（ＳＳ）に格納される。これらのセンシングデータから組織指標を算出
する際には、クライアント（ＣＬ）からアプリケーションサーバ（ＡＳ）に依頼を出し、
対象となるメンバのセンシングデータをセンサネットサーバ（ＳＳ）から取り出す。
【００２３】
　また，業務情報管理サーバ（ＧＳ）はセンシングデータ以外の個人の業務に関するデー
タ，例えば売り上げ額，勤務時間，特許本数，会議回数，ＰＣ保有数などが数値化され、
個人のＩＤ及びそのデータの対象とする時間範囲と対応づけて格納されている。センシン
グデータ以外による個人指標から組織指標を算出する際には，アプリケーションサーバ（
ＡＳ）は業務情報管理サーバ（ＡＳ）に依頼を出し，対象となるメンバの業務情報を取得
する。センシングデータまたは業務情報をアプリケーションサーバ（ＡＳ）において処理
・解析し、個人の指標そして組織指標を算出し、さらに必要であれば画像を作成する。
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【００２４】
　また，同じくアプリケーションサーバ（ＡＳ）においてセンシングデータから，個人が
組織にコミットしている指標となる組織コミットメント指標を算出しておき，組織コミッ
トメント指標によって個人指標を重み付けすることで組織指標を算出する。組織コミット
メント指標としては，対面データから求めた組織ネットワーク指標（例えば次数や到達度
，媒介度，結束度）や，端末（ＴＲ）駆動時間や，コミュニケーション活性度などがある
。そして，ここで求めた組織指標は組織指標管理サーバ（ＩＳ）に蓄積する。
【００２５】
　他の組織の分析において、組織間の比較が必要になった際には、組織指標管理サーバ（
ＩＳ）から他の組織の指標を取り出し、分析対象の組織と合わせて画像を作成する。さら
にその画像をクライアント（ＣＬ）に戻しディスプレイ（ＣＬＯＤ）に表示（ＣＬＤＰ）
する。この一連の組織評価システムを実現した。
【００２６】
　また、アプリケーションサーバ、センサネットサーバ、組織指標管理サーバ、業務情報
管理サーバそれぞれを異なるデバイスとして図示説明したが、１あるいは複数のデバイス
で実装しても構わない。
【００２７】
　なお、端末（ＴＲ）で取得したデータは無線によって逐次送信するのではなく、データ
を端末（ＴＲ）内に蓄積しておき、有線ネットワークに接続した際にそれらのデータを基
地局（ＧＷ）に送信しても良い。
＜図２～図４：全体システムの流れ＞
　図２から図４は、本発明の実施の形態の組織評価システムを実現するセンサネットワー
クシステムの全体構成を説明するブロック図である。図示の都合上分割して示してあるが
、各々図示された各処理は相互に連携して実行される。また，図内のそれぞれの機能はハ
ードウェアまたはソフトウェア、あるいはその組み合わせによって実現されるものであり
、必ずしも機能ブロックがハードウェア実体を伴うとは限らない。これらの各構成要素は
図２～４から明らかなように、制御部と記憶部と送受信部を有している。制御部は通常の
コンピュータ等の処理部である中央処理部（Central Processing Unit：ＣＰＵ、図示省
略）などで構成され、記憶部は半導体記憶装置や磁気記憶装置等のメモリ装置で構成され
、送受信部は有線・無線等のネットワークインタフェースで構成される。その他、必要に
応じて時計（ＧＷＣＫ）等を備えている。
【００２８】
　端末（ＴＲ）でそれを装着した人物の動きやコミュニケーションに関するセンシングデ
ータを取得し、センシングデータは基地局（ＧＷ）を経由して、センサネットサーバ（Ｓ
Ｓ）格納する。また、アプリケーションサーバ（ＡＳ）においてセンシングデータの解析
を行い組織指標を算出し、解析結果の数値や図をクライアント（ＣＬ）で出力する。必要
であれば算出した組織指標を組織指標管理サーバ（ＩＳ）に格納する。また、他の組織と
比較できるように解析結果を示す場合には、組織指標管理サーバ（ＩＳ）から他の組織の
指標を取得し、アプリケーションサーバ（ＡＳ）に送る。図２から図４はこれらの一連の
流れを示す。
【００２９】
　図２から図４における形の異なる５種類の矢印は、それぞれ、時刻同期、アソシエイト
、取得したセンシングデータの格納、データ解析、及び、制御信号のためのデータまたは
信号の流れを表している。
＜図２：全体システム(1)（ＣＬ・ＡＳ）＞
　図２に、クライアント（ＣＬ）とアプリケーションサーバ（ＡＳ）の一実施例の構成を
示す。
＜クライアント（ＣＬ）について＞
　クライアント（ＣＬ）は、ユーザ（ＵＳ）との接点となって、データを入出力する。ク
ライアント（ＣＬ）は、入出力部（ＣＬＩＯ）、送受信部（ＣＬＳＲ）、記憶部（ＣＬＭ
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Ｅ）及び制御部（ＣＬＣＯ）を備える。
【００３０】
　入出力部（ＣＬＩＯ）は、ユーザ（ＵＳ）とのインタフェースとなる部分である。入出
力部（ＣＬＩＯ）は、ディスプレイ（ＣＬＯＤ）、キーボード（ＣＬＩＫ）及びマウス（
ＣＬＩＭ）等を備える。必要に応じて外部入出力（ＣＬＩＵ）に他の入出力装置を接続す
ることもできる。
【００３１】
　ディスプレイ（ＣＬＯＤ）は、ＣＲＴ（Ｃａｔｈｏｄｅ－Ｒａｙ　Ｔｕｂｅ）又は液晶
ディスプレイ等の画像表示装置である。ディスプレイ（ＣＬＯＤ）は、プリンタ等を含ん
でもよい。
【００３２】
　送受信部（ＣＬＳＲ）は、アプリケーションサーバ（ＡＳ）又はセンサネットサーバ（
ＳＳ）との間でデータの送信及び受信を行う。具体的には、送受信部（ＣＬＳＲ）は、解
析条件をアプリケーションサーバ（ＡＳ）に送信し、解析結果を受信する。
【００３３】
　記憶部（ＣＬＭＥ）は、ハードディスク、メモリ又はＳＤカードのような外部記録装置
で構成される。記憶部（ＣＬＭＥ）は、解析設定情報（ＣＬＭＴ）等の、指標計算や描画
に必要な情報を記録する。解析設定情報（ＣＬＭＴ）は、ユーザ（ＵＳ）から設定された
解析対象の組織及び解析方法の選択等の条件を記録し、また、アプリケーションサーバ（
ＡＳ）から受け取った画像に関する情報、例えば、画像のサイズや、画面の表示位置に関
する情報を記録する。さらに、記憶部（ＣＬＭＥ）は、制御部（ＣＬＣＯ）のＣＰＵ（図
示省略）によって実行されるプログラムを格納してもよい。
【００３４】
　制御部（ＣＬＣＯ）は、ＣＰＵ（図示省略）を備え、通信の制御、ユーザ（ＵＳ）から
の解析条件の入力、及び、解析結果をユーザ（ＵＳ）に提示するための表示（ＣＬＤＰ）
等を実行する。具体的には、ＣＰＵは、記憶部（ＣＬＭＥ）に格納されたプログラムを実
行することによって、通信制御（ＣＬＣＣ）、解析条件設定（ＣＬＩＳ）、及び表示（Ｃ
ＬＤＰ）等の処理を実行する。
【００３５】
　通信制御（ＣＬＣＣ）は、有線又は無線によるアプリケーションサーバ（ＡＳ）又はセ
ンサネットサーバ（ＳＳ）との間の通信のタイミングを制御する。また、通信制御（ＣＬ
ＣＣ）は、データの形式を変換し、データの種類別に行き先を振り分ける。
【００３６】
　解析条件設定（ＣＬＩＳ）は、ユーザ（ＵＳ）から入出力部（ＣＬＩＯ）を介して指定
される解析条件を受け取り、記憶部（ＣＬＭＥ）の解析設定情報（ＣＬＭＴ）に記録する
。ここでは、解析に用いるデータの期間、対象組織、対象メンバ、解析の種類及び解析の
ためのパラメータ等が設定される。クライアント（ＣＬ）は、これらの設定をアプリケー
ションサーバ（ＡＳ）に送信して解析を依頼する。
【００３７】
　表示（ＣＬＤＰ）は、アプリケーションサーバ（ＡＳ）から取得した解析結果である数
値や図をディスプレイ（ＣＬＯＤ）などの出力装置に出力する。このとき、アプリケーシ
ョンサーバ（ＡＳ）から画像と合わせて表示方法に関する指示、例えば表示サイズや位置
などが指定されていればそれに応じて表示する。ユーザ（ＵＳ）がマウス（ＣＬＩＭ）な
どの入力装置を通じて画像のサイズや位置を微調整することもできる。
＜アプリケーションサーバ（ＡＳ）＞
　アプリケーションサーバ（ＡＳ）は、センシングデータを処理及び解析する。クライア
ント（ＣＬ）からの依頼を受けて、又は、設定された時刻に自動的に、解析アプリケーシ
ョンが起動する。解析アプリケーションは、センサネットサーバ（ＳＳ）や組織指標管理
サーバ（ＩＳ）に依頼を送って、必要なセンシングデータや他の組織の指標データを取得
する。さらに、解析アプリケーションは、取得したデータを解析し、その結果をクライア
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ント（ＣＬ）に返す。あるいは、解析結果をそのままアプリケーションサーバ（ＡＳ）内
の記憶部（ＡＳＭＥ）に記録しておいてもよい。
【００３８】
　アプリケーションサーバ（ＡＳ）は、送受信部（ＡＳＳＲ）、記憶部（ＡＳＭＥ）及び
制御部（ＡＳＣＯ）を備える。
【００３９】
　送受信部（ＡＳＳＲ）は、センサネットサーバ（ＳＳ）、組織指標管理サーバ（ＩＳ）
及びクライアント（ＣＬ）との間でデータの送信及び受信を行う。具体的には、送受信部
（ＡＳＳＲ）は、クライアント（ＣＬ）から送られてきたコマンドを受信し、センサネッ
トサーバ（ＳＳ）にデータ取得依頼を送信する。さらに、送受信部（ＡＳＳＲ）は、セン
サネットサーバ（ＳＳ）からセンシングデータを受信し、解析した結果の画像やデータを
クライアント（ＣＬ）に送信する。他組織の指標が必要な場合には、センサネットサーバ
の場合と同様にして組織指標管理サーバ（ＩＳ）から組織指標データを受信する。
【００４０】
　記憶部（ＡＳＭＥ）は、ハードディスク、メモリ又はＳＤカードのような外部記録装置
で構成される。記憶部（ＡＳＭＥ）は、解析のための設定条件及び解析の結果または途中
経過のデータを格納する。具体的には、記憶部（ＡＳＭＥ）は、解析条件情報（ＡＳＭＪ
）、解析アルゴリズム（ＡＳＭＡ）、解析パラメータ（ＡＳＭＰ）、個人指標テーブル（
ＡＳＰＩ）、組織指標テーブル（ＡＳＯＩ）及びユーザＩＤ対応表（ＡＳＵＩＴ）を格納
する。
【００４１】
　解析条件情報（ＡＳＭＪ）は、クライアント（ＣＬ）から依頼された解析のための条件
や設定を一時的に記憶しておく。
【００４２】
　解析アルゴリズム（ＡＳＭＡ）は、解析を行うプログラムを記録する。本実施例の場合
では、対面マトリクスの作成方法やネットワーク指標の算出方法、フローレベルの算出方
法や描画（ＡＳＰＢ）方法のプログラムを記録している。クライアント（ＣＬ）からの依
頼に従って、解析アルゴリズム（ＡＳＭＡ）から適切なプログラムが選択され、そのプロ
グラムによって解析が実行される。
【００４３】
　解析パラメータ（ＡＳＭＰ）は、例えば、対面マトリクス（ＡＳＭＭ）からリンクあり
とみなす閾値、フローレベルを求めるための特徴量を求める際の時刻の区切り方などのパ
ラメータを記録する。クライアント（ＣＬ）の依頼によってパラメータを変更する際には
、解析パラメータ（ＡＳＭＰ）が書き換えられる。
【００４４】
　ユーザＩＤ対応表（ＡＳＵＩＴ）は、端末（ＴＲ）のＩＤと、その端末を装着したユー
ザ（ＵＳ）の氏名・ユーザ番号・所属、属性等との対照表である。クライアント（ＣＬ）
から依頼された分析対象メンバの対応する端末ＩＤをユーザＩＤ対応表（ＡＳＵＩＴ）で
照会し、センサネットサーバ（ＳＳ）にデータ取得依頼を送信する。ユーザＩＤ対応表（
ＡＳＵＩＴ）の例を図９に示す。
【００４５】
　制御部（ＡＳＣＯ）は、ＣＰＵ（図示省略）を備え、データの送受信の制御及びデータ
の解析を実行する。具体的には、ＣＰＵ（図示省略）が記憶部（ＡＳＭＥ）に格納された
プログラムを実行することによって、通信制御（ＡＳＣＣ）、解析条件設定（ＡＳＩＳ）
、データ取得（ＡＳＧＤ）、個人指標計算（ＡＳＫＰ）、組織指標計算（ＡＳＫＯ）及び
描画（ＡＳＰＢ）等の処理が実行される。
【００４６】
　通信制御（ＡＳＣＣ）は、有線又は無線によるセンサネットサーバ（ＳＳ）、組織指標
管理サーバ（ＩＳ）及びクライアント（ＣＬ）との通信のタイミングを制御する。さらに
、通信制御（ＡＳＣＣ）は、データの形式を適切に変換し、また、データの種類別に行き



(12) JP 5372588 B2 2013.12.18

10

20

30

40

50

先の振り分けを行う。
【００４７】
　解析条件設定（ＡＳＩＳ）は、クライアント（ＣＬ）を通してユーザ（ＵＳ）が設定し
た解析条件を受け取り、記憶部（ＡＳＭＥ）の解析条件情報（ＡＳＭＪ）に記録する。
【００４８】
　データ取得（ＡＳＧＤ）は、解析条件情報（ＡＳＭＪ）に則って解析に必要なデータを
決定し、センサネットサーバ（ＳＳ）に行動や対面に関するセンシングデータを依頼し、
組織指標管理サーバに他組織指標データを依頼する。そしてそれらのデータを受け取る。
【００４９】
　個人指標計算（ＡＳＫＰ）は、センシングデータから各ユーザ個人に関する指標を算出
するプロセスである。算出手順は解析アルゴリズム（ＡＳＭＡ）に書かれており、指定さ
れた解析パラメータ（ＡＳＭＡ）を用いて計算する。個人指標の例としては、図１６に挙
げるように、対面データから求めたネットワーク指標である次数・到達度・結束度・媒介
度や、微細な動きから個人の精神状態の度合い（没頭している度合い）を示したフローレ
ベル、また、売り上げなどのセンサ以外によるデータもある。売り上げなどの業務指標は
、センサによる行動データとの結びつきを分析し、生産性向上のために有効な行動パター
ンを見つけるために用いることがある。
【００５０】
　組織指標計算（ＡＳＫＯ）は、組織に属する各メンバの個人指標データに基づいて、組
織指標を算出するプロセスである。１つの方法としては個人指標データを平均したものを
組織指標とする手段がある。しかし平均を用いた場合には、重要ではない人物の値が外れ
値であった場合にその値に組織指標が大きく影響されてしまう、また、重要な人物の値が
重視されないという問題がある。そのため、本実施形態では対面データから求めた対象組
織のネットワーク指標によって個人を重み付けしたものの和を取ることで組織指標を算出
する。組織指標を求める手順は図８にて詳しく述べる。
【００５１】
　描画（ＡＳＰＢ）は、算出した組織指標をユーザに提示するための表やグラフ、図を作
成する処理である。組織指標計算（ＡＳＫＯ）で求めた対象組織の指標の他に、必要であ
れば比較対照として組織指標管理サーバ（ＩＳ）から収集した他組織指標データを合わせ
て描画することができる。描画する図の例としては図１９～２１、２３～２５に示す。作
成した画像（表やグラフも含む）は、クライアント（ＣＬ）に送信される。
＜図３：全体システム(2)（ＳＳ・ＧＷ・ＩＳ）＞
　図３は、センサネットサーバ（ＳＳ）、組織指標管理サーバ（ＩＳ）及び基地局（ＧＷ
）の一実施例の構成を示している。
＜センサネットサーバ（ＳＳ）＞
　センサネットサーバ（ＳＳ）は、全ての端末（ＴＲ）から集まったデータを管理する。
具体的には、センサネットサーバ（ＳＳ）は、基地局（ＧＷ）から送られてくるセンシン
グデータをセンシングデータベース（ＳＳＤＢ）に格納し、また、アプリケーションサー
バ（ＡＳ）及びクライアント（ＣＬ）からの要求に基づいてセンシングデータを送信する
。さらに、センサネットサーバ（ＳＳ）は、基地局（ＧＷ）からの制御コマンドを受信し
、その制御コマンドから得られた結果を基地局（ＧＷ）に返信する。多くの組織の組織指
標をセンサネットサーバ（ＳＳ）を介して管理する場合には、組織指標管理サーバ（ＩＳ
）とセンサネットサーバ（ＳＳ）もネットワーク（ＮＷ）で接続される。
【００５２】
　センサネットサーバ（ＳＳ）は、送受信部（ＳＳＳＲ）、記憶部（ＳＳＭＥ）及び制御
部（ＳＳＣＯ）を備える。時刻同期管理（図示省略）が基地局（ＧＷ）ではなくセンサネ
ットサーバ（ＳＳ）で実行される場合、センサネットサーバ（ＳＳ）は時計も必要とする
。
【００５３】
　送受信部（ＳＳＳＲ）は、基地局（ＧＷ）、アプリケーションサーバ（ＡＳ）、アンケ
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ート入力用クライアント（ＱＣ）及びクライアント（ＣＬ）との間で、データの送信及び
受信を行う。具体的には、送受信部（ＳＳＳＲ）は、基地局（ＧＷ）から送られてきたセ
ンシングデータとアンケート入力用クライアント（ＱＣ）から送られてきたアンケートデ
ータを受信し、アプリケーションサーバ（ＡＳ）又はクライアント（ＣＬ）へセンシング
データ及びアンケートデータを送信する。
【００５４】
　記憶部（ＳＳＭＥ）は、ハードディスク等のデータ記憶装置によって構成され、少なく
とも、センシングデータベース（ＳＳＤＢ）、データ形式情報（ＳＳＭＦ）、端末管理テ
ーブル（ＳＳＴＴ）及び端末ファームウェア（ＳＳＴＦＤ）を格納する。さらに、記憶部
（ＳＳＭＥ）は、制御部（ＳＳＣＯ）のＣＰＵ（図示省略）によって実行されるプログラ
ムを格納してもよい。
【００５５】
　センシングデータベース（ＳＳＤＢ）は、各端末（ＴＲ）が取得したセンシングデータ
、端末（ＴＲ）の情報、及び、各端末（ＴＲ）から送信されたセンシングデータが通過し
た基地局（ＧＷ）の情報等を記録しておくためのデータベースである。加速度、温度等、
データの要素ごとにカラムが作成され、データが管理される。また、データの要素ごとに
テーブルが作成されてもよい。どちらの場合にも、全てのデータは、取得された端末（Ｔ
Ｒ）のＩＤである端末情報（ＴＲＭＴ）と、取得された時刻に関する情報とが関連付けて
管理される。センシングデータベース（ＳＳＤＢ）における、加速度データテーブルの具
体例を図１０に、対面テーブルの具体例を図１１に示す。
【００５６】
　データ形式情報（ＳＳＭＦ）には、通信のためのデータ形式、基地局（ＧＷ）でタグ付
けされたセンシングデータを切り分けてデータベースに記録する方法、及び、データの要
求に対する対応方法を示す情報等が記録されている。データ受信の後、データ送信の前に
はこのデータ形式情報（ＳＳＭＦ）が参照され、データ形式の変換とデータ振り分けが行
われる。
【００５７】
　端末管理テーブル（ＳＳＴＴ）は、どの端末（ＴＲ）が現在どの基地局（ＧＷ）の管理
下にあるかを記録しているテーブルである。基地局（ＧＷ）の管理下に新たに端末（ＴＲ
）が加わった際に、端末管理テーブル（ＳＳＴＴ）が更新される。
【００５８】
　端末ファームウェア（ＳＳＴＦ）は、端末を動作させるためのプログラムを記憶してい
るものであり、端末ファームウェア登録（ＴＦＩ）が行われた際には、端末ファームウェ
ア（ＳＳＴＦＤ）が更新され、ネットワーク（ＮＷ）を通じてこれを基地局（ＧＷ）に送
り、さらにパーソナルエリアネットワーク（ＰＡＮ）を通じて端末（ＴＲ）に送り、端末
内のファームウェアを更新する。
【００５９】
　制御部（ＳＳＣＯ）は、ＣＰＵ（図示省略）を備え、センシングデータの送受信やデー
タベースへの記録・取り出しを制御する。具体的には、ＣＰＵが記憶部（ＳＳＭＥ）に格
納されたプログラムを実行することによって、通信制御（ＳＳＣＣ）、端末管理情報修正
（ＳＳＴＦ）及びデータ管理（ＳＳＤＡ）等の処理を実行する。
【００６０】
　通信制御（ＳＳＣＣ）は、有線又は無線による基地局（ＧＷ）、アプリケーションサー
バ（ＡＳ）、アンケート入力用クライアント（ＱＣ）及びクライアント（ＣＬ）との通信
のタイミングを制御する。また、通信制御（ＳＳＣＣ）は、送受信するデータの形式を、
記憶部（ＳＳＭＥ）内に記録されたデータ形式情報（ＳＳＭＦ）に基づいて、センサネッ
トサーバ（ＳＳ）内におけるデータ形式、又は、各通信相手に特化したデータ形式に変換
する。さらに、通信制御（ＳＳＣＣ）は、データの種類を示すヘッダ部分を読み取って、
対応する処理部へデータを振り分ける。具体的には、受信されたセンシングデータはデー
タ管理（ＳＳＤＡ）へ、端末管理情報を修正するコマンドは端末管理情報修正（ＳＳＴＦ
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）へ振り分けられる。送信されるデータの宛先は、基地局（ＧＷ）、アプリケーションサ
ーバ（ＡＳ）、組織指標管理サーバ（ＩＳ）、又はクライアント（ＣＬ）に決定される。
【００６１】
　端末管理情報修正（ＳＳＴＦ）は、基地局（ＧＷ）から端末管理情報を修正するコマン
ドを受け取った際に、端末管理テーブル（ＳＳＴＴ）を更新する。
【００６２】
　データ管理（ＳＳＤＡ）は、記憶部（ＳＳＭＥ）内のデータの修正・取得及び追加を管
理する。例えば、データ管理（ＳＳＤＡ）によって、センシングデータは、タグ情報に基
づいてデータの要素別にデータベースの適切なカラムに記録される。センシングデータが
データベースから読み出される際にも、時刻情報及び端末情報に基づいて必要なデータを
選別し、時刻順に並べ替える等の処理が行われる。
＜組織指標管理サーバ（ＩＳ）＞
　組織指標管理サーバ（ＩＳ）は、多くの組織の組織指標を蓄積するサーバである。一組
織のセンシングデータを全て格納するには大規模なハードディスクなどが必要になるが、
組織指標管理サーバ（ＩＳ）には過去に算出した組織指標の計算結果とその組織の属性情
報だけを蓄積しておく。これによって、少ない容量で多くの組織の指標を蓄えることがで
き、また組織間の比較時には再計算せずに組織指標だけを組織指標管理サーバ（ＩＳ）か
ら取得できる。多くの組織のデータを扱う場合には、組織ごとにセンサネットサーバ（Ｓ
Ｓ）を用意し、各組織におけるセンシングデータをセンシングデータベースに格納する。
そして、組織指標を求めた結果のみを組織指標管理サーバ（ＩＳ）に保管する。古いセン
シングデータが不要になった場合には、そのセンサネットサーバ（ＳＳ）をネットワーク
から切り離すが、組織指標管理サーバ（ＩＳ）には指標が残っているため、その後の別の
組織の分析に古い組織の指標を利用することができる。また、組織指標のみでなく個人指
標までを組織指標管理サーバ（ＩＳ）に格納しても良い。
【００６３】
　組織指標管理サーバ（ＩＳ）は、送受信部（ＩＳＳＲ）、記憶部（ＩＳＭＥ）、制御部
（ＩＳＣＯ）を備える。
【００６４】
　送受信部（ＩＳＳＲ）は、センサネットサーバ（ＳＳ）、アプリケーションサーバ（Ａ
Ｓ）、及びクライアント（ＣＬ）との間でデータの送信及び受信を行う。具体的には、送
受信部（ＩＳＳＲ）は、アプリケーションサーバ（ＡＳ）やセンサネットサーバ（ＳＳ）
やクライアント（ＣＬ）から送られてきた組織指標の依頼を受け取り、依頼に合致した組
織指標データを送信する。
【００６５】
　記憶部（ＩＳＭＥ）は、ハードディスク、メモリ又はＳＤカードのような外部記録装置
で構成される。記憶部（ＩＳＭＥ）は、組織指標データベース（ＩＳＤＢ）と組織属性情
報（ＩＳＯＦ）を記憶する。組織指標データベースには過去に算出した多種類の組織指標
データが蓄積されている。また、組織属性情報（ＩＳＯＦ）には、組織指標データベース
（ＩＳＤＢ）に格納されている組織に関する、詳細な属性情報が記憶されている。組織の
属性とは、対象組織の業種、職種、人数、職位別の人数分布、男女比、所在地などの情報
や、利益や株価などの業務情報などがある。組織指標と組織属性情報は、後に組織間比較
分析をする際に必要だと考えられる種類のデータを格納する。組織指標については、別の
指標が必要になった際に、センシングデータから計算しなおしたものをデータベース（Ｉ
ＳＤＢ）に追加することも可能である。
【００６６】
　記憶部（ＩＳＣＯ）は、ＣＰＵ（図示省略）を備え、組織指標データや組織属性情報の
記録・取り出しを制御する。
【００６７】
　組織指標検索（ＩＳＤＳ）では、アプリケーションサーバ（ＡＳ）やセンサネットサー
バ（ＳＳ）から届いた組織指標の依頼内容に沿って、適合した組織指標データとその組織
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属性情報とを検索し、送信する。
【００６８】
　また、組織指標入力（ＩＳＤＩ）では、アプリケーションサーバ（ＡＳ）などで計算さ
れた組織指標データを、その組織の属性情報と関連付けて記憶部に格納する処理を行う。
＜基地局（ＧＷ）＞
　基地局（ＧＷ）は、端末（ＴＲ）とセンサネットサーバ（ＳＳ）を仲介する役目を持つ
。端末（ＴＲ）と基地局（ＧＷ）間が無線で接続されている場合には、無線の到達距離を
考慮して、居室・職場等の領域をカバーするように複数の基地局（ＧＷ）が配置される。
有線で接続されている場合には、基地局（ＧＷ）の処理能力に合わせて管理する端末（Ｔ
Ｒ）の個数の上限が設定される。
【００６９】
　基地局（ＧＷ）は、送受信部（ＧＷＳＲ）、記憶部（ＧＷＭＥ）、時計（ＧＷＣＫ）及
び制御部（ＧＷＣＯ）を備える。
【００７０】
　送受信部（ＧＷＳＲ）は、端末（ＴＲ）からデータを無線または有線にて受信し、セン
サネットサーバ（ＳＳ）への有線又は無線による送信を行う。送受信に無線を用いる場合
には、送受信部（ＧＷＳＲ）は無線を受信するためのアンテナを備える。
【００７１】
　記憶部（ＧＷＭＥ）は、ハードディスク、メモリ、又はＳＤカードのような外部記録装
置で構成される。記憶部（ＧＷＭＥ）には、動作設定（ＧＷＭＡ）、データ形式情報（Ｇ
ＷＭＦ）、端末管理テーブル（ＧＷＴＴ）、基地局情報（ＧＷＭＧ）及び端末ファームウ
ェア（ＧＷＴＦＤ）が格納される。動作設定（ＧＷＭＡ）は、基地局（ＧＷ）の動作方法
を示す情報を含む。データ形式情報（ＧＷＭＦ）は、通信のためのデータ形式を示す情報
、及び、センシングデータにタグを付けるために必要な情報を含む。端末管理テーブル（
ＧＷＴＴ）は、現在アソシエイトできている配下の端末（ＴＲ）の端末情報（ＴＲＭＴ）
、及び、それらの端末（ＴＲ）を管理するために配布しているローカルＩＤを含む。基地
局情報（ＧＷＭＧ）は、基地局（ＧＷ）自身のアドレスなどの情報を含む。端末ファーム
ウェア（ＧＷＴＦＤ）は、端末を動作させるためのプログラムを記憶しているものであり
、端末ファームウェアを更新する際には、新規の端末ファームウェアをセンサネットサー
バ（ＳＳ）から受け取り、それをパーソナルエリアネットワーク（ＰＡＮ）を通じて端末
（ＴＲ）に送信する。
【００７２】
　記憶部（ＧＷＭＥ）には、さらに、制御部（ＧＷＣＯ）のＣＰＵ（図示省略）によって
実行されるプログラムが格納されてもよい。
【００７３】
　時計（ＧＷＣＫ）は時刻情報を保持する。一定間隔でその時刻情報は更新される。具体
的には、一定間隔でＮＴＰ（Ｎｅｔｗｏｒｋ　Ｔｉｍｅ　Ｐｒｏｔｏｃｏｌ）サーバ（Ｔ
Ｓ）から取得した時刻情報によって、時計（ＧＷＣＫ）の時刻情報が修正される。
【００７４】
　制御部（ＧＷＣＯ）は、ＣＰＵ（図示省略）を備える。ＣＰＵが記憶部（ＧＷＭＥ）に
格納されているプログラムを実行することによって、端末（ＴＲ）からセンシングデータ
を受信するタイミング、センシングデータの処理、端末（ＴＲ）やセンサネットサーバ（
ＳＳ）への送受信のタイミング、及び、時刻同期のタイミングを管理する。具体的には、
ＣＰＵが記憶部（ＧＷＭＥ）に格納されているプログラムを実行することによって、無線
通信制御・通信制御（ＧＷＣＣ）、アソシエイト（ＧＷＴＡ）、時刻同期管理（ＧＷＣＤ
）及び時刻同期（ＧＷＣＳ）等の処理を実行する。
【００７５】
　通信制御部（ＧＷＣＣ）は、無線又は有線による端末（ＴＲ）及びセンサネットサーバ
（ＳＳ）との通信のタイミングを制御する。また、通信制御部（ＧＷＣＣ）は、受信した
データの種類を区別する。具体的には、通信制御部（ＧＷＣＣ）は、受信したデータが一
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般のセンシングデータであるか、アソシエイトのためのデータであるか、時刻同期のレス
ポンスであるか等をデータのヘッダ部分から識別して、それらのデータをそれぞれ適切な
機能に渡す。
【００７６】
　アソシエイト（ＧＷＴＡ）は、端末（ＴＲ）から送られてきたアソシエイト要求（ＴＲ
ＴＡＱ）に対して、割り付けたローカルＩＤを各端末（ＴＲ）に送信する、アソシエイト
応答（ＴＲＴＡＲ）を行う。アソシエイトが成立したら、アソシエイト（ＧＷＴＡ）は、
端末管理テーブル（ＧＷＴＴ）を修正する端末管理情報修正（ＧＷＴＦ）を行う。
【００７７】
　時刻同期管理（ＧＷＣＤ）は、時刻同期を実行する間隔及びタイミングを制御し、時刻
同期するように命令を出す。あるいは、センサネットサーバ（ＳＳ）の制御部（ＳＳＣＯ
）が時刻同期管理（図示省略）を実行することによって、センサネットサーバ（ＳＳ）か
らシステム内の全ての基地局（ＧＷ）に統括して命令を送ってもよい。
【００７８】
　時刻同期（ＧＷＣＳ）は、ネットワーク上のＮＴＰサーバ（ＴＳ）に接続し、時刻情報
の依頼及び取得を行う。時刻同期（ＧＷＣＳ）は、取得した時刻情報に基づいて、時計（
ＧＷＣＫ）を修正する。そして、時刻同期（ＧＷＣＳ）は、端末（ＴＲ）に時刻同期の命
令と時刻情報（ＧＷＣＳＤ）を送信し、端末（ＴＲ）内の時計（ＴＲＣＫ）も同期させる
。
＜図４：全体システム(3)（ＴＲ）＞
　図４は、センサノードの一実施例である端末（ＴＲ）の構成を示している。ここでは端
末（ＴＲ）は名札型の形状をしており、人物の首からぶら下げることを想定しているが、
これは一例であり、他の形状でもよい。端末（ＴＲ）は、多くの場合には、この一連のシ
ステムの中に複数存在し、組織に属する人物がそれぞれ身に着けるものである。端末（Ｔ
Ｒ）は人間の対面状況を検出するための複数の赤外線送受信部（ＡＢ）、装着者の動作を
検出するための三軸加速度センサ（ＡＣ）、装着者の発話と周囲の音を検出するためのマ
イク（ＡＤ）、端末の裏表検知のための照度センサ（ＬＳ１Ｆ、ＬＳ１Ｂ）、温度センサ
（ＡＥ）の各種センサを搭載する。搭載するセンサは一例であり、装着者の対面状況と動
作を検出するために他のセンサを使用してもよい。
【００７９】
　本実施例では、赤外線送受信部を４組搭載する。赤外線送受信部（ＡＢ）は、端末（Ｔ
Ｒ）の固有識別情報である端末情報（ＴＲＭＴ）を正面方向に向かって定期的に送信し続
ける。他の端末（ＴＲ）を装着した人物が略正面（例えば、正面又は斜め正面）に位置し
た場合、端末（ＴＲ）と他の端末（ＴＲ）は、それぞれの端末情報（ＴＲＭＴ）を赤外線
で相互にやり取りする。このため、誰と誰が対面しているのかを記録することができる。
【００８０】
　各赤外線送受信部は一般に、赤外線送信のための赤外発光ダイオードと、赤外線フォト
トランジスタの組み合わせにより構成される。赤外線ＩＤ送信部（ＩｒＩＤ）は、自らの
ＩＤである端末情報（ＴＲＭＴ）を生成して赤外線送受信モジュールの赤外線発光ダイオ
ードに対して転送する。本実施例では、複数の赤外線送受信モジュールに対して同一のデ
ータを送信することで、全ての赤外線発光ダイオードが同時に点灯する。もちろん、それ
ぞれ独立のタイミング、別のデータを出力してもよい。
【００８１】
　また、赤外線送受信部（ＡＢ）の赤外線フォトトランジスタによって受信されたデータ
は、論理和回路（ＩＲＯＲ）によって論理和が取られる。つまり、最低どれか一つの赤外
線受光部でＩＤ受光されていれば端末にＩＤとして認識される。もちろん、ＩＤの受信回
路を独立して複数持つ構成でもよい。この場合、それぞれの赤外線送受信モジュールに対
して送受信状態が把握できるので、例えば、対面する別の端末がどの方向にいるかなど付
加的な情報を得ることも可能である。
【００８２】
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　センサによって検出したセンシングデータ（ＳＥＮＳＤ）はセンシングデータ格納制御
部（ＳＤＣＮＴ）によって、記憶部（ＳＴＲＧ）に格納される。センシングデータ（ＳＥ
ＮＳＤ）は通信制御部（ＴＲＣＣ）によって送信パケットに加工され、送受信部（ＴＲＳ
Ｒ）によって基地局（ＧＷ）に対し送信される。
【００８３】
　このとき、記憶部（ＳＴＲＧ）からセンシングデータ（ＳＥＮＳＤ）を取り出し、無線
または有線による送信のタイミングを決定するのが通信タイミング制御部（ＴＲＴＭＧ）
である。通信タイミング制御部（ＴＲＴＭＧ）は、複数のタイミングを決定する複数のタ
イムベースを持つ。
【００８４】
　記憶部に格納されるデータには、現在センサによって検出したセンシングデータ（ＳＥ
ＮＳＤ）の他、過去に蓄積したまとめ送りデータ（ＣＭＢＤ）や、端末の動作プログラム
であるファームウェアを更新するためのファームウェア更新データ（ＦＭＵＤ）がある。
【００８５】
　本実施例の端末（ＴＲ）は、外部電源接続検出回路（ＰＤＥＴ）により、外部電源（Ｅ
ＰＯＷ）が接続されたことを検出し、外部電源検出信号（ＰＤＥＴＳ）を生成する。外部
電源検出信号（ＰＤＥＴＳ）によって、タイミング制御部（ＴＲＴＭＧ）が生成する送信
タイミングを切り替えるタイムベース切替部（ＴＭＧＳＥＬ）、または無線通信されるデ
ータを切り替えるデータ切替部（ＴＲＤＳＥＬ）は本端末（ＴＲ）特有の構成である。図
４では一例として、送信タイミングを、タイムベース１（ＴＢ１）とタイムベース（ＴＢ
２）の２つのタイムベースを、外部電源検出信号（ＰＤＥＴＳ）によってタイムベース切
替部（ＴＭＧＳＥＬ）が切り替える構成を図示している。また通信されるデータを、セン
サから得たセンシングデータ（ＳＥＮＳＤ）と、過去に蓄積した纏め贈りデータ（ＣＭＢ
Ｄ）と、ファームウェア更新データ（ＦＭＵＤ）とから、外部電源検出信号（ＰＤＥＴＳ
）によってデータ切替部（ＴＲＤＳＥＬ）が切り替える構成を図示している。
【００８６】
　照度センサ（ＬＳ１Ｆ、ＬＳ１Ｂ）は、それぞれ端末（ＴＲ）の前面と裏面に搭載され
る。照度センサ（ＬＳ１Ｆ、ＬＳ１Ｂ）により取得されるデータは、センシングデータ格
納制御部（ＳＤＣＮＴ）によって記憶部（ＳＴＲＧ）に格納されると同時に、裏返り検知
部（ＦＢＤＥＴ）によって比較される。名札が正しく装着されているときは、前面に搭載
されている照度センサ（ＬＳ１Ｆ）が外来光を受光し、裏面に搭載されている照度センサ
（ＬＳ１Ｂ）は端末本体と装着者との間に挟まれる位置関係となるため、外来光を受光し
ない。このとき、照度センサ（ＬＳ１Ｂ）で検出される照度より、照度センサ（ＬＳ１Ｆ
）で検出される照度の方が大きな値を取る。一方で、端末（ＴＲ）が裏返った場合、照度
センサ（ＬＳ１Ｂ）が外来光を受光し、照度センサ（ＬＳ１Ｆ）が装着者側を向くため、
照度センサ（ＬＳ１Ｆ）で検出される照度より、照度センサ（ＬＳ１Ｂ）で検出される照
度の方が大きくなる。
【００８７】
　ここで、照度センサ（ＬＳ１Ｆ）で検出される照度と、照度センサ（ＬＳ１Ｂ）で検出
される照度を裏返り検知部（ＦＢＤＥＴ）で比較することで、名札ノードが裏返って正し
く装着していないことが検出できる。裏返り検知部（ＦＢＤＥＴ）で裏返りが検出された
とき、スピーカ（ＳＰ）により警告音を発生して装着者に通知する。
【００８８】
　マイク（ＡＤ）は、音声情報を取得する。音声情報によって、「騒々しい」又は「静か
」等の周囲の環境を知ることができる。さらに、人物の声を取得・分析することによって
、コミュニケーションが活発か停滞しているのか、相互に対等に会話をやり取りしている
か一方的に話しているのか、怒っているのか笑っているのか、などの対面コミュニケーシ
ョンを分析することができる。さらに、人物の立ち位置等の関係で赤外線送受信器（ＡＢ
）が検出できなかった対面状態を、音声情報及び加速度情報によって補うこともできる。
【００８９】
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　マイク（ＡＤ）で取得される音声は、音声波形及び、それを積分回路（ＡＶＧ）で積分
した信号の両方を取得する。積分した信号は、取得した音声のエネルギを表す。
【００９０】
　三軸加速度センサ（ＡＣ）は、ノードの加速度すなわちノードの動きを検出する。この
ため、加速度データから、端末（ＴＲ）を装着した人物の動きの激しさや、歩行などの行
動を解析することができる。さらに、複数の端末が検出した加速度の値を比較することに
よって、それらの端末を装着した人物間のコミュニケーションの活性度や相互のリズム、
相互の相関等を解析できる。
【００９１】
　本実施例の端末（ＴＲ）では、三軸加速度センサ（ＡＣ）で取得されるデータは、セン
シングデータ格納制御部（ＳＤＣＮＴ）によって記憶部（ＳＴＲＧ）に格納されると同時
に、上下検知回路（ＵＤＤＥＴ）によって名札の向きを検出する。これは、三軸加速度セ
ンサ（ＡＣ）で検出される加速度は、装着者の動きによる動的な加速度変化と、地球の重
力加速度による静的加速度の２種類が観測されることを利用している。
【００９２】
　表示装置（ＬＣＤＤ）は、端末（ＴＲ）を胸に装着しているときは、装着者の所属、氏
名などの個人情報を表示する。つまり、名札として振舞う。一方で、装着者が端末（ＴＲ
）を手に持ち、表示装置（ＬＣＤＤ）を自分の方に向けると、端末（ＴＲ）の天地が逆に
なる。このとき、上下検知回路（ＵＤＤＥＴ）によって生成される上下検知信号（ＵＤＤ
ＥＴＳ）により、表示装置（ＬＣＤＤ）に表示される内容と、ボタンの機能を切り替える
。本実施例では、上下検知信号（ＵＤＤＥＴＳ）の値により、表示装置（ＬＣＤＤ）に表
示させる情報を、表示制御（ＤＩＳＰ）によって生成される赤外線アクティビティ解析（
ＡＮＡ）による解析結果と、名札表示（ＤＮＭ）とを切り替える例を示している。
【００９３】
　赤外線送受信部（ＡＢ）がノード間で赤外線をやり取りすることによって、端末（ＴＲ
）が他の端末（ＴＲ）と対面したか否か、すなわち、端末（ＴＲ）を装着した人物が他の
端末（ＴＲ）を装着した人物と対面したか否かが検出される。このため、端末（ＴＲ）は
、人物の正面部に装着されることが望ましい。上述の通り、端末（ＴＲ）は、さらに、三
軸加速度センサ（ＡＣ）等のセンサを備える。端末（ＴＲ）におけるセンシングのプロセ
スが、図５におけるセンシング（ＴＲＳＳ１）に相当する。
【００９４】
　端末は多くの場合には複数存在し、それぞれが近い基地局（ＧＷ）と結びついてパーソ
ナルエリアネットワーク（ＰＡＮ）を形成している。
【００９５】
　端末（ＴＲ）の温度センサ（ＡＥ）は端末のある場所の温度を、照度センサ（ＬＳ１Ｆ
）は端末（ＴＲ）の正面方向などの照度を取得する。これによって、周囲の環境を記録す
ることができる。例えば、温度及び照度に基づいて、端末（ＴＲ）が、ある場所から別の
場所に移動したこと等を知ることもできる。
【００９６】
　装着した人物に対応した入出力装置として、ボタン１～３（ＢＴＮ１～３）、表示装置
（ＬＣＤＤ）、スピーカ（ＳＰ）等を備える。
【００９７】
　記憶部（ＳＴＲＧ）は、具体的にはハードディスク、フラッシュメモリなどの不揮発記
憶装置で構成され、端末（ＴＲ）の固有識別番号である端末情報（ＴＲＭＴ）、センシン
グの間隔、及び、ディスプレイへの出力内容等の動作設定（ＴＲＭＡ）を記録している。
この他にも記憶部（ＳＴＲＧ）は一時的にデータを記録することができ、センシングした
データを記録しておくために利用される。
【００９８】
　時計（ＴＲＣＫ）は、時刻情報（ＧＷＣＳＤ）を保持し、一定間隔でその時刻情報（Ｇ
ＷＣＳＤ）を更新する時計である。時間情報は、時刻情報（ＧＷＣＳＤ）が他の端末（Ｔ
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Ｒ）とずれることを防ぐために、基地局（ＧＷ）から送信される時刻情報（ＧＷＣＳＤ）
によって定期的に時刻を修正する。
【００９９】
　センシングデータ格納制御部（ＳＤＣＮＴ）は、記憶部（ＳＴＲＧ）に記録された動作
設定（ＴＲＭＡ）に従って、各センサのセンシング間隔などを制御し、取得したデータを
管理する。
【０１００】
　時刻同期は、基地局（ＧＷ）から時刻情報を取得して時計を修正する。時刻同期は、後
述するアソシエイトの直後に実行されてもよいし、基地局（ＧＷ）から送信された時刻同
期コマンドに従って実行されてもよい。
【０１０１】
　通信制御部（ＴＲＣＣ）は、データを送受信する際に、送信間隔の制御、及び、無線の
送受信に対応したデータフォーマットへの変換を行う。通信制御部（ＴＲＣＣ）は、必要
であれば、無線でなく有線による通信機能を持ってもよい。通信制御部（ＴＲＣＣ）は、
他の端末（ＴＲ）と送信タイミングが重ならないように輻輳制御を行うこともある。
【０１０２】
　アソシエイト（ＴＲＴＡ）は、図５に示す基地局（ＧＷ）とパーソナルエリアネットワ
ーク（ＰＡＮ）を形成するためのアソシエイト要求（ＴＲＴＡＱ）と、アソシエイト応答
（ＴＲＴＡＲ）を送受信し、データを送信すべき基地局（ＧＷ）を決定する。アソシエイ
ト（ＴＲＴＡ）は、端末（ＴＲ）の電源が投入されたとき、及び、端末（ＴＲ）が移動し
た結果それまでの基地局（ＧＷ）との送受信が絶たれたときに実行される。アソシエイト
（ＴＲＴＡ）の結果、端末（ＴＲ）は、その端末（ＴＲ）からの無線信号が届く近い範囲
にある一つの基地局（ＧＷ）と関連付けられる。
【０１０３】
　送受信部（ＴＲＳＲ）は、アンテナを備え、無線信号の送信及び受信を行う。必要があ
れば、送受信部（ＴＲＳＲ）は、有線通信のためのコネクタを用いて送受信を行うことも
できる。送受信部（ＴＲＳＲ）によって送受信されるデータ（ＴＲＳＲＤ）は、基地局（
ＧＷ）との間でパーソナルエリアネットワーク（ＰＡＮ）を介して転送される。
＜図５：データ格納のシーケンス＞
　図５は、本発明の実施の形態において実行される、センシングデータを格納する手順を
示すシーケンス図である。
【０１０４】
　まず、端末（ＴＲ）の電源が入っており、かつ端末（ＴＲ）が基地局（ＧＷ）とアソシ
エイト状態になっていないとき、端末（ＴＲ）はアソシエイト（ＴＲＴＡ１）を行う。ア
ソシエイトとは、端末（ＴＲ）が、ある一つの基地局（ＧＷ）と通信する関係であると規
定することである。アソシエイトによってデータの送信先を決定することで、端末（ＴＲ
）は確実にデータを送信することができる。
【０１０５】
　基地局（ＧＷ）からアソシエイト応答を受け取り、アソシエイトが成功した場合、端末
（ＴＲ）は、次に時刻同期（ＴＲＣＳ）を行う。時刻同期（ＴＲＣＳ）において、端末（
ＴＲ）は、基地局（ＧＷ）から時刻情報を受け取り、端末（ＴＲ）内の時計（ＴＲＣＫ）
を設定する。基地局（ＧＷ）は、ＮＴＰサーバ（ＴＳ）と定期的に接続し時刻を修正して
いる。このため、全ての端末（ＴＲ）において時刻が同期される。これによって、後に解
析する際に、センシングデータに付随した時刻情報を照らし合わせることで、人物間の同
時刻におけるコミュニケーションにおける相互の身体表現又は音声情報のやり取りを分析
することも可能になる。
【０１０６】
　端末（ＴＲ）の三軸加速度センサ（ＡＣ）や温度センサ（ＡＥ）などの各種センサは、
例えば１０秒ごとの一定の周期でタイマ起動（ＴＲＳＴ）し、加速度、音声、温度及び照
度等をセンシングする（ＴＲＳＳ１）。端末（ＴＲ）は、端末情報（ＴＲＭＴ）の１つで



(20) JP 5372588 B2 2013.12.18

10

20

30

40

50

ある端末ＩＤを、赤外線によって他の端末（ＴＲ）との間で送受信することで、対面状態
を検出する。端末（ＴＲ）の各種センサは、タイマ起動（ＴＲＳＴ）せずに、常にセンシ
ングを行ってもよい。しかし、一定の周期で起動することによって電源を効率的に使用す
ることができ、充電することなく長時間端末（ＴＲ）を使用しつづけることができる。
【０１０７】
　端末（ＴＲ）は、センシングしたデータに、時計（ＴＲＣＫ）の時刻情報及び端末情報
（ＴＲＭＴ）を添付する（ＴＲＣＴ１）。データを解析する際には、端末情報（ＴＲＭＴ
）によって、端末（ＴＲ）を装着した人物が識別される。
【０１０８】
　データ形式変換（ＴＲＤＦ１）において端末（ＴＲ）は、センシングデータにセンシン
グの条件などのタグ情報を付与し、決められた無線送信フォーマットに変換する。このフ
ォーマットは基地局（ＧＷ）内のデータ形式情報（ＧＷＭＦ）やセンサネットサーバ（Ｓ
Ｓ）内のデータ形式情報（ＳＳＭＦ）と共通して保管されているものである。変換された
データは、その後、基地局（ＧＷ）に送信される。
【０１０９】
　加速度データ及び音声データ等の連続した多量のデータを送信する場合、端末（ＴＲ）
は、データ分割（ＴＲＢＤ１）によって、一度に送信するデータ数を制限する。その結果
、送信過程でデータが欠損するリスクが低下する。
【０１１０】
　データ送信（ＴＲＳＥ１）は、無線の送信規格に則り、送受信部（ＴＲＳＲ）を通して
、アソシエイト先の基地局（ＧＷ）にデータを送信する。
【０１１１】
　基地局（ＧＷ）は、端末（ＴＲ）からデータを受信（ＧＷＲＥ）すると、受信完了レス
ポンスを端末（ＴＲ）に返す。レスポンスを受信した端末（ＴＲ）は、送信完了（ＴＲＳ
Ｏ）と判定する。
【０１１２】
　一定の時間を経ても送信完了（ＴＲＳＯ）しない（すなわち端末（ＴＲ）がレスポンス
を受信しない）場合、端末（ＴＲ）は、データ送信失敗と判定する。この場合、データが
端末（ＴＲ）内に記憶され、再び送信状態が確立されたときにまとめて送信される。これ
によって、端末（ＴＲ）を装着している人物が無線の届かない場所に移動してしまった場
合、又は、基地局（ＧＷ）の不具合でデータが受信されなくなった場合にも、データを途
切れさせることなく取得することが可能になる。これによって、十分な量のデータを得て
、組織の性質を解析することができる。この、送信に失敗したデータを端末（ＴＲ）に保
管し再送信する仕組みを、まとめ送りと呼ぶ。
【０１１３】
　データのまとめ送りの手順を説明する。端末（ＴＲ）は、送信できなかったデータを記
憶しておき（ＴＲＤＭ）、一定時間後に再びアソシエイトの依頼を行う（ＴＲＴＡ２）。
ここで基地局（ＧＷ）からアソシエイト応答が得られ、アソシエイトが成功（ＴＲＡＳ）
した場合、端末（ＴＲ）は、データ形式変換（ＴＲＤＦ２）、データ分割（ＴＲＢＤ２）
及びデータ送信（ＴＲＳＥ２）を実行する。これらの処理は、それぞれ、データ形式変換
（ＴＲＤＦ１）、データ分割（ＴＲＢＤ１）及びデータ送信（ＴＲＳＥ１）と同様である
。なお、データ送信（ＴＲＳＥ２）の際、無線が衝突しないように輻輳制御される。その
後は通常の処理に戻る。
【０１１４】
　アソシエイトが成功（ＴＲＡＳ）しなかった場合、端末（ＴＲ）は、アソシエイトに成
功するまで定期的にセンシング（ＴＲＳＳ２）と端末情報・時刻情報添付（ＴＲＣＴ２）
を実行する。センシング（ＴＲＳＳ２）及び端末情報・時刻情報添付（ＴＲＣＴ２）は、
それぞれ、センシング（ＴＲＳＳ１）及び端末情報・時刻情報添付（ＴＲＣＴ１）と同様
の処理である。これらの処理によって取得されたデータは、基地局（ＧＷ）とのアソシエ
イトが成功（ＴＲＡＳ）するまで、端末（ＴＲ）内に記憶される。端末（ＴＲ）内に記憶
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されたセンシングデータは、アソシエイト成功後、もしくは無線圏内で充電している時な
どの、安定して基地局と送受信できる環境が整った際に、まとめて基地局（ＧＷ）に送信
される。
【０１１５】
　また、端末（ＴＲ）から送信されたセンシングデータは基地局（ＧＷ）によって受信（
ＧＷＲＥ）される。基地局（ＧＷ）は、受信したデータが分割されたものであるか否かを
、センシングデータに付随する分割フレーム番号によって判定する。データが分割されて
いる場合、基地局（ＧＷ）は、データ結合（ＧＷＲＣ）を実行し、分割されたデータを連
続したデータに結合する。さらに、基地局（ＧＷ）は、基地局固有の番号である基地局情
報（ＧＷＭＧ）をセンシングデータに付与し（ＧＷＧＴ）、そのデータを、ネットワーク
（ＮＷ）を介してセンサネットサーバ（ＳＳ）に向けて送信する（ＧＷＳＥ）。基地局情
報（ＧＷＭＧ）は、その時刻における端末（ＴＲ）の大まかな位置を示す情報として、デ
ータ解析の際に利用することができる。
【０１１６】
　センサネットサーバ（ＳＳ）は、基地局（ＧＷ）からデータを受信すると（ＳＳＲＥ）
、データ管理（ＳＳＤＡ）において、受信したデータを時刻・端末情報・加速度・赤外線
・温度などの要素ごとに分類する（ＳＳＰＢ）。この分類は、データ形式情報（ＳＳＭＦ
）として記録されているフォーマットを参照することによって実行される。分類されたデ
ータは、センシングデータベース（ＳＳＤＢ）のレコード（行）の適切なカラム（列）に
格納される（ＳＳＫＩ）。同じ時刻に対応するデータを同じレコードに格納することで、
時刻及び端末情報（ＴＲＭＴ）による検索が可能になる。このとき必要であれば、端末情
報（ＴＲＭＴ）ごとにテーブルを作成しても良い。
＜図６：データ解析のシーケンス図＞
　図６は、データ解析、すなわち、センシングデータを用いて組織指標を算出し、結果を
ユーザ（ＵＳ）に提示するまでのシーケンスを示す。
【０１１７】
　アプリケーション起動（ＵＳＳＴ）は、ユーザ（ＵＳ）によるクライアント（ＣＬ）内
のネットワーク図表示アプリケーションの起動である。
【０１１８】
　解析条件設定（ＣＬＩＳ）において、クライアント（ＣＬ）は、図の提示に必要な情報
をユーザ（ＵＳ）に設定させる。クライアント（ＣＬ）内に記憶された設定用ウィンドウ
の情報を表示する、もしくはアプリケーションサーバ（ＡＳ）から設定用ウィンドウの情
報を受け取って表示し、ユーザ（ＵＳ）の入力によって、解析の対象となるデータの時刻
及び端末情報、表示方法の条件設定などを取得する。解析条件設定ウィンドウ（ＣＬＩＳ
ＷＤ）の例は図７に示す。ここで設定した条件は、解析設定情報（ＣＬＭＴ）として記憶
部（ＣＬＭＥ）に格納される。
【０１１９】
　データ依頼（ＣＬＳＱ）において、クライアント（ＣＬ）は、解析条件設定（ＣＬＩＳ
）に基づいて対象となるデータの期間やメンバを指定し、アプリケーションサーバ（ＡＳ
）に対してデータもしくは画像の依頼を行う。記憶部（ＣＬＭＥ）には、検索対象のアプ
リケーションサーバ（ＡＳ）の名称やアドレスなどの、センシングデータを取得するため
に必要な情報が格納されている。クライアント（ＣＬ）は、データの依頼コマンドを作成
し、アプリケーションサーバ（ＡＳ）用の送信フォーマットに変換する。送信フォーマッ
トに変換されたコマンドは、送受信部（ＣＬＳＲ）を経由して、アプリケーションサーバ
（ＡＳ）に送信される。
【０１２０】
　アプリーションサーバ（ＡＳ）は、クライアント（ＣＬ）からの依頼を受信し、アプリ
ケーションサーバ（ＡＳ）内で解析条件を設定し（ＡＳＩＳ）、条件を記憶部の解析条件
情報（ＡＳＭＪ）に記録する。さらにセンサネットサーバ（ＳＳ）に対して取得すべきデ
ータの時刻の範囲及びデータ取得対象である端末のＩＤを送信し、センシングデータを依
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頼する（ＡＳＲＱ）。記憶部（ＡＳＭＥ）には、検索対象のセンサネットサーバ（ＳＳ）
の名称、アドレス、データベース名及びテーブル名等、データ信号を取得するために必要
な情報が記載されている。
【０１２１】
　センサネットサーバ（ＳＳ）は、アプリーションサーバ（ＡＳ）から受け取った依頼に
基づき、検索コマンドを作成し、センシングデータベース内（ＳＳＤＢ）を検索（ＳＳＤ
Ｓ）し、必要なセンシングデータを取得する。その後、センシングデータをアプリケーシ
ョンサーバ（ＡＳ）に送信する（ＳＳＳＥ）。アプリーションサーバ（ＡＳ）は、そのデ
ータを受信し（ＡＳＲＥ）、一時的に記憶部（ＡＳＭＥ）に記憶する（ＡＳＳＳ）。
【０１２２】
　また、比較のために他の組織の指標データが必要な場合には、アプリケーションサーバ
（ＡＳ）から直接、もしくはセンサネットサーバ（ＳＳ）を経由して、組織指標管理サー
バ（ＩＳ）に他組織指標データを依頼する（ＡＳＲＱ２）。組織指標管理サーバ（ＩＳ）
は、組織指標検索（ＩＳＤＳ）を行い、必要な組織指標データと組織属性情報を記憶部（
ＩＳＭＥ）から選択する。得られたデータを組織指標管理サーバ（ＩＳ）が送信し（ＩＳ
ＳＥ）、アプリケーションサーバ（ＡＳ）で受信される（ＡＳＲＥ２）。
【０１２３】
　さらに、売上げ額、特許本数、会議回数など、センシングデータ以外による業務指標か
ら個人指標を算出する場合には、業務情報管理サーバ（ＧＳ）に対して取得すべきデータ
の時刻の範囲及びデータ取得対象である組織構成員のＩＤを送信し、その時刻及びＩＤに
対応する業務指標データの送信を依頼する。業務情報管理サーバは、業務指標検索を行い
、必要な業務指標データを記憶部から選択してデータを送信し、アプリケーションサーバ
で受信される。
【０１２４】
　他組織指標データが不要な場合にはデータ依頼（ＡＳＲＱ）からデータ受信（ＡＳＲＥ
）までの流れが、他組織指標データが必要な場合にはデータ依頼（ＡＳＲＱ）からデータ
受信（ＡＳＲＥ２）までの流れが、図２におけるデータ取得（ＡＳＧＤ）に相当する。
【０１２５】
　次に、アプリケーションサーバ（ＡＳ）において、個人指標計算（ＡＳＫＰ）、組織指
標計算（ＡＳＫＯ）、及び描画（ＡＳＰＢ）の処理を順に行う。処理の詳細な手順は図８
のフローチャートにて示す。これらの処理を行うプログラムは、記憶部（ＡＳＭＥ）に格
納されており、制御部（ＡＳＣＯ）によって実行され、画像が作成される。
【０１２６】
　また、ここで算出された組織指標の値は、組織属性情報と合わせて組織指標管理サーバ
（ＩＳ）に入力（ＩＳＤＩ）されても良い。
【０１２７】
　作成した画像は送信され（ＡＳＳＥ）、画像を受信（ＣＬＲＥ）したクライアント（Ｃ
Ｌ）は、その出力デバイス、例えばディスプレイ（ＣＬＯＤ）に表示する（ＣＬＤＰ）。
最後に、アプリケーション終了（ＵＳＥＮ）によって、ユーザ（ＵＳ）がアプリケーショ
ンを終了する。
＜図７：解析条件設定ウィンドウ＞
　図７は、クライアント（ＣＬ）における解析条件設定（ＣＬＩＳ）において、ユーザ（
ＵＳ）に条件を設定させるために表示される解析条件設定ウィンドウ（ＣＬＩＳＷＤ）の
例である。
【０１２８】
　解析条件設定ウィンドウ（ＣＬＩＳＷＤ）では、解析に用いるデータの期間、すなわち
解析対象期間の設定（ＣＬＩＳＰＴ）、解析の対象となる組織の設定（ＣＬＩＳＰＭ）、
画像の表示サイズの設定（ＣＬＩＳＰＳ）を行い、さらに、解析条件に関する設定（ＣＬ
ＩＳＰＤ）を行う。
【０１２９】
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　解析対象期間設定（ＣＬＩＳＰＴ）は、テキストボックス（ＰＴ０１～０３、ＰＴ１１
～１３）にて日付を設定し、端末（ＴＲ）で取得された時刻がこの範囲内にあるデータを
計算の対象として指定する。必要があれば時刻の範囲を設定するテキストボックスを追加
しても良い。
【０１３０】
　解析対象組織設定（ＣＬＩＳＰＭ）のウィンドウには、アプリケーションサーバ（ＡＳ
）のユーザＩＤ対応表（ＡＳＵＩＴ）から読み込んだ組織名またはユーザ名を反映させる
。設定を行うユーザ（ＵＳ）は、チェックボックス（ＰＭ０１～ＰＭ０７）にチェックを
入れる、もしくは入れないことで、どの組織のデータを解析するかを指定する。組織は一
方が包括されるような関係、例えばある会社の全体とその中の一部署、の組織を両方指定
しても良い。また、メンバの一部が重複していても良い。そのため、解析対象組織設定（
ＣＬＩＳＰＭ）ウィンドウでは組織を階層的に表示させても良い。
【０１３１】
　表示サイズ設定（ＣＬＩＳＰＳ）では、作成した画像を表示するサイズをテキストボッ
クス（ＰＳ０１、ＰＳ０２）に入力して指定する。本実施の形態では、画面に表示される
画像が長方形であることを前提としているが、その他の形状でも良い。画像の縦の長さが
テキストボックス（ＰＳ０１）に、横の長さがテキストボックス（ＰＳ０２）に入力され
る。入力される数値の単位として、ピクセル又はセンチメートル等、何らかの長さの単位
が指定される。
【０１３２】
　解析条件設定（ＣＬＩＳＰＤ）では、組織指標として算出する指標の選択（ＰＤ０１～
ＰＤ０５）、重み付けに用いる指標の選択（ＰＤ１１～１３）、表示方法の選択（ＰＤ２
１～２３）などの設定を行う。指標はこれらのもの以外にも、ユーザ（ＵＳ）独自のアル
ゴリズムを解析アルゴリズム（ＡＳＭＡ）に格納しておくことによって、自由に用いるこ
とができる。
【０１３３】
　全ての入力を終えたら、最後に、表示開始ボタン（ＣＬＩＳＳＴ）をユーザ（ＵＳ）が
押す。これによってこれらの解析条件を決定し、解析条件を解析設定情報（ＣＬＭＴ）に
記録し、また、アプリケーションサーバ（ＡＳ）に送信する。
＜図８：組織指標計算フローチャート＞
　図８は、本発明の第１の実施の形態において、アプリケーションの立ち上げから表示画
面がユーザ（ＵＳ）に提供されるまでの大まかな処理の流れを示すフローチャートである
。
【０１３４】
　開始（ＡＳＳＴ）後、解析条件設定（ＡＳＩＳ）を行い、データ取得（ＡＳＧＤ）を行
う。取得したデータから個人指標計算（ＡＳＫＰ）を行うのと並行して、ネットワーク指
標計算（ＡＳＫＮ）と重み係数計算（ＡＳＫＷ）を行う。ここで、求める個人指標がネッ
トワーク指標に関するものであった場合には、ネットワーク指標計算（ＡＳＫＮ）を先に
行い、その後個人指標計算（ＡＳＫＰ）と重み係数計算（ＡＳＫＷ）とを並行して行って
も良い。次に、求めた個人指標と各個人の重み係数を用いて組織指標計算（ＡＳＫＯ）を
行う。そして、組織指標をグラフや図にして描画し（ＡＳＰＢ）、それを画面に表示（Ｃ
ＬＤＰ）して終了（ＡＳＥＮ）とする。描画（ＡＳＰＢ）の際に、他の組織との比較を示
したい場合には、データ取得（ＡＳＧＤ）にて他組織指標データを組織指標管理サーバ（
ＩＳ）から取得し、合わせて表示する。
【０１３５】
　（数式１）に、組織指標計算（ＡＳＫＯ）において、結束度を指標として選択した場合
の計算式を示す。結束度の組織指標は、個人の結束度に重み係数を掛けたものを、組織に
所属する全員分合計したものとなる。
【０１３６】
　また、（数式２）に、重み係数計算（ＡＳＫＮ）において、到達度を重み係数に用いた
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場合の計算式を示す。重み係数は、個人の到達度を、組織に所属する全員の到達度の合計
で割ったものとなる。
【０１３７】
　上記では、指標に結束度を用い、重み係数に到達度を用いた例を示したが、当然ながら
これ以外の指標を用いても同様の方法で計算できる。
【０１３８】
【数１】

【０１３９】
【数２】

【０１４０】
＜図９：ユーザＩＤ対応表＞
　図９は、アプリケーションサーバ（ＡＳ）の記憶部（ＡＳＭＥ）内に保管される、ユー
ザＩＤ対応表（ＡＳＵＩＴ）の形式の例である。ユーザＩＤ対応表（ＡＳＵＩＴ）にはユ
ーザ番号（ＡＳＵＩＴ１）、ユーザ名（ＡＳＵＩＴ２）、端末ＩＤ（ＡＳＵＩＴ３）及び
ユーザの所属する部（ＡＳＵＩＴ４）や課（ＡＳＵＩＴ５）を相互に関連付けて記録され
ている。ユーザ番号（ＡＳＵＩＴ１）は存在するユーザの通し番号を示すものである。ま
た、ユーザ名（ＡＳＵＩＴ２）は解析結果や解析条件設定ウィンドウ（ＣＬＩＳＷＤ）に
て必要な場合に表示するユーザの氏名もしくはニックネームの表記であり、端末ＩＤ（Ａ
ＳＵＩＴ３）はユーザ（ＵＳ）が所有する端末（ＴＲ）の端末情報を示すものである。ユ
ーザ（ＵＳ）と端末ＩＤ（ＡＳＵＩＴ３）は基本的に一対一で対応する。これによって、
クライアントから解析対象を指定されたとき又は設定された時刻に解析を行う際に、解析
対象に対応する端末（ＴＲ）から得られたセンシングデータをセンサネットサーバから取
得でき、その解析対象の行動を表す情報と捉えて解析することができる。また、所属する
部（ＡＳＵＩＴ４）や課（ＡＳＵＩＴ５）はユーザ（ＵＳ）が所属する組織を情報であり
、組織単位で解析する際に組織に含まれるメンバを決定するために参照される情報である
。
【０１４１】
　なお、図９ではユーザと所属する組織の情報をテーブルの形式で規定したが、これはＸ
ＭＬなどを用いて階層的に示しても良い。その場合には、Ａ社の下にＡ部、Ａ部の下にＡ
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１課が存在する、というように組織階層に合わせて表記することが可能であり、該当する
組織の中に個人のユーザ名や端末ＩＤなどを記述することができる。なお、同じ人物が複
数の組織を兼務することも現実にあり得るため、ユーザ１人に複数の組織が対応していて
も良い。
＜図１０：加速度データテーブル＞
　図１０に加速度データテーブルの例（ＳＳＤＢ＿ＡＣＣ＿１００２）を示す。これは、
センサネットサーバ（ＳＳ）内のセンシングデータベース（ＳＳＤＢ）内に存在する。個
人ごとにテーブルが作られ、サンプリング周期（例えば０．０２秒）ごとに時刻情報（Ｄ
ＢＴＭ）と対応付けてＸ（ＤＢＡＸ）、Ｙ（ＤＢＡＹ）、Ｚ軸（ＤＢＡＺ）の三軸方向そ
れぞれの加速度データが格納される。なお、加速度センサが検出した生の数値を格納して
も良いし、単位を［Ｇ］に変換した値を格納しても良い。このような加速度データテーブ
ルをメンバごとに作成し、センシングした時刻の情報と対応付けて格納する。なお、ユー
ザＩＤを示すカラムを追加すれば、テーブルを個人ごとに分けずに統合しても良い。
【０１４２】
　この加速度データテーブルによるユーザの行動に関するセンシングデータを解析するこ
とによって、ユーザの運動状況や心理状態、コミュニケーションの活発さなどに関する個
人指標を算出することができる。
＜図１１：対面テーブル＞
　センシングデータベース（ＳＳＤＢ）には複数のメンバの複数種類のセンシングデータ
が記録されているが、そのうちの赤外線送受信による対面データをまとめたテーブルの例
を図１１の（ａ）（ｂ）に示す。図１１の（ａ）は、対面テーブル（ＳＳＤＢ＿ＩＲ＿１
００２）であり、端末ＩＤが１００２である端末（ＴＲ）が取得したデータを集めたテー
ブルであることを想定している。同様に、図１１の（ｂ）は、対面テーブル（ＳＳＤＢ＿
ＩＲ＿１００３）であり、端末ＩＤが１００３である端末（ＴＲ）が取得したデータを集
めたテーブルとする。なお、カラムに赤外線受信側ＩＤを加えれば、取得した端末（ＴＲ
）ごとにテーブルを分けなくても良い。また、他の加速度や温度などのデータも同じテー
ブルに含んでも良い。
【０１４３】
　図１１（ａ）・（ｂ）の対面テーブルは、端末（ＴＲ）がデータを送信した時刻（ＤＢ
ＴＭ）と、赤外線送信側ＩＤ（ＤＢＲ１）とそのＩＤからの受信回数（ＤＢＮ１）を１０
組（ＤＢＲ１～ＤＢＲ１０、ＤＢＮ１～ＤＢＮ１０）格納する例である。１０秒間に１回
データ送信を行う場合には、前回の送信後の１０秒間に、どの端末（ＴＲ）から何回赤外
線を受信したかを、このテーブルで表している。１０秒間に、複数の端末（ＴＲ）と対面
した場合にも、１０組まで格納できるということである。なお、組の数は自由に設定する
ことができる。対面、つまり赤外線の受信がなかった場合にはテーブルの値はnullとなる
。また、図１１（ａ）・（ｂ）では時刻はミリ秒まで表記しているが、時刻の形式は統一
されていればどのようなものでも良い。
＜図１２：対面マトリクス＞
　任意のメンバ間での対面時間を示したマトリクスを対面マトリクス（ＡＳＭＭ）と呼び
、その例を図１２に示す。対面マトリクスはネットワーク分析の用語では隣接行列と呼ば
れるものである。対面マトリクス（ＡＳＭＭ）は対面テーブル（ＳＳＤＢ＿ＩＲ）に基づ
いて、任意の組合せのメンバ間での合計対面時間を計算し、マトリクス形式に整理したも
のである。図１２に示す対面マトリクスでは、要素（ＭＭ２＿３）と対称要素（ＭＭ３＿
２）に示すように、ユーザ番号２のユーザとユーザ番号３のユーザが５０分対面したこと
を示している。対面マトリクスはファイル形式としては、テキストでも良いし、データベ
ースの各カラムをメンバの組合せに対応付けたものでも良い。対面テーブル（ＳＳＤＢ＿
ＩＲ）から合計対面時間を求める際に、そのまま合計するのではなく、対面していない時
間を補正した後の値を合計しても良い。
【０１４４】
　対面マトリクス（ＡＳＭＭ）は、解析の対象となる期間における対面時間の合計値を示



(26) JP 5372588 B2 2013.12.18

10

20

30

40

すものであり、個人指標や重み係数のためにネットワーク指標を算出する際には、対面マ
トリクス（ＡＳＭＭ）に基づいて計算する。また、図１２では対面マトリクス（ＡＳＭＭ
）は対称行列であるとしているが、解析内容によっては非対称行列にすることも可能であ
る。
＜図１３：ネットワーク図＞
　図１３に、対面マトリクスに基づいて描画したネットワーク図の例を示す。ネットワー
ク図は、どの人物間でコミュニケーションされているかを組織全体で俯瞰する描画方法で
ある。その作成方法は、ばねモデルなどの公知の手法を用いることができる。人物をノー
ドで、人物間のコミュニケーションの有無をリンクの有無に対応付けて示している。
【０１４５】
　ネットワーク指標を求めるには対面マトリクスから直接計算できるため、ネットワーク
図の描画は必須ではないが、人間が組織のネットワーク構造を理解するために有効な可視
化手法である。なお、対面マトリクスの要素が設定された閾値以上の場合、つまり、閾値
以上の時間対面していた場合の人物間をリンク有りとして線を表示する。見やすくするた
めに、互いにリンクで結ばれたノード同士を近くに配置しても良いが、ネットワーク指標
を求める際にはノードの位置は無関係である。ノード同士がリンクしているか否かが指標
の計算に用いられる。
【０１４６】
　ネットワーク指標は、リンクの有無、つまり対面マトリクスにおいて閾値以上か否かに
基づいて計算される。ネットワーク指標の例としては、結束度、次数、到達度、媒介度な
どがあり、それらについて概要を説明する。
＜図１４：結束度＞
　結束度を説明するための図を図１４に示す。結束度とは、ある人物ｉの周囲において互
いに連携している度合いを示す指標である。ここで、「人物ｉの周囲」とは組織全体のネ
ットワークの中で人物ｉと直接リンクが繋がっている人々の範囲を意味し、ネットワーク
分析の用語ではこれを「ｉのエゴセントリックネットワーク（Ego-centric Network）」
と呼ぶ。図１４は組織のネットワークから人物ｉのエゴセントリックネットワークを抽出
したものであるとする。人物ｉの周囲の人物間において全くリンクがない場合にはｉを中
心としたスター型になり結束度は低く（図１４（a））、周囲が全て相互にリンクしてい
る場合にはメッシュ型となり結束度は高くなる（図１４（b））。
【０１４７】
　人物ｉの結束度Ciを算出する方法を（数式３）に示す。なお、次数とは人物ｉと繋がっ
ている人数のことである。間接リンクとは人物ｉと直接繋がっていないリンクを指す。エ
ゴセントリックネットワーク内で、間接リンクが1本増えると人物 と他の二者からなる三
者の間に三角形が1つ増えることになる（図１４（ｃ））。つまり、人物ｉのエゴセント
リックネットワーク内の最大間接リンク数Li_MAXは人物ｉが作ることのできる三角形の最
大個数であり、実際の間接リンク数Liは人物ｉの回りの実際の三角形の個数を表す。よっ
て、（数式３）の分数部分Li/Li_MAXは人物ｉが実現している三角形の割合を表している
。また、三角形の割合に（Ni-1)を掛けて１を足すことで、結束度Ciは人物ｉと繋がって
いる人物が、エゴセントリックネットワーク内で有する平均リンク数（人物ｉとのリンク
も含んだもの）を意味することになる。なお、次数が0または1の場合には結束度は1とす
る。
【０１４８】
　本発明者らの研究において、ある組織における結束度の時間変化と業務報告書の質の関
係を調べたところ、半年間で結束度が１．５倍に向上したのと同期して、業務報告書の創
造性指標が１．８倍向上したことが分かった。このように、結束度と生産性の高さの間に
正の相関があることが報告されている。そのため、結束度を組織を評価する指標として利
用することは有用である。
【０１４９】
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【数３】

【０１５０】
＜図１５：次数・到達度・媒介度＞
　図１５にネットワーク指標（次数、到達度、媒介度）を説明するための図を示す。次数
は、図１５（ａ）のように着目した人物ｉと直接リンクで繋がっている人数を指す。直接
繋がっている人の範囲を１ステップと呼ぶ。
【０１５１】
　また、到達度とは、正確には「Ｎステップ到達度」と呼ぶべきであり、ステップ数の範
囲は自由に定義できるが、ここでは２ステップ以内での到達人数を到達度と定義する。２
ステップ以内の到達度とは、着目した人物ｉからリンクを２本辿って到達する人物の数を
指す。つまり、次数とは、１ステップ到達度と呼ぶこともできる。到達度とは、ある人物
から情報が伝達される人の範囲、もしくは周囲の人からある人物に情報が届く範囲、と捉
えることができる。
【０１５２】
　また、媒介度を説明する図を図１５（ｃ）に示す。媒介度は、組織の全ての人物の組合
せ（ｊ、ｋ）において、ネットワーク図上で最短ステップで到達するルート上に人物ｉが
存在する場合の数である。互いに密にリンクしている集団（クラスタ）同士を橋渡しする
位置にいる人物は、異なるクラスタの人物を結ぶ最短ラインは必ずその人物を通るために
媒介度が非常に高くなり、クラスタやネットワークの端に位置する人物の媒介度は低くな
る。なお、人物ｊと人物ｋの間の最短ルートがｎ種類ある場合には１／ｎとしてカウント
される。
【０１５３】
　個人指標に重み付けするためには、以上に挙げた次数、到達度、媒介度、結束度などの
ネットワーク指標を用いることができる。組織においてどのような連携を取っている人物
を重要とみなすかによって、重み付けに用いる指標を選択しなくてはならない。次数を重
み係数に用いた場合には、直接多くの人と対面コミュニケーションしている人を重要人物
とみなす、という意味になる。また、到達度を用いた場合には、（２ステップで）多くの
人に影響を及ぼせる位置を占める人を重要人物とみなす、という意味になる。また、媒介
度を用いた場合には、組織の情報伝達に欠かせない人を重要人物とみなす、という意味に
なる。結束度を用いた場合には、周囲の人物同士が密に連携している中央にいる人を重要
人物とみなす、という意味になる。
【０１５４】
　趣旨に合わせて用いるネットワーク指標を自由に選択して良い。しかし、いずれを選ん
でもネットワーク指標によって重み付けするということは、組織において他者と有意義な
関わり方をしている人を重要人物であるとみなすということである。これによって、他者
と有意義な関わり方をしていない人、つまり、指標の値が低い人は、その組織にコミット
している度合いが低いとみなすことができ、組織指標算出の際に重みを軽くして計算され
ることになる。これによって、実質的に他の組織で活動している人や、その組織に滞在し
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ている時間が短い人の個人指標が外れ値であった場合でも組織指標に与える影響力は小さ
くなる。そのため、組織にあまり関与していない人物の外れ値に影響されにくく、組織構
成員の範囲定義に影響されにくい安定した指標を算出することが可能となる。
＜図１６：個人指標テーブル＞
　図１６に、アプリケーションサーバ（ＡＳ）の記憶部（ＡＳＭＥ）内の個人指標テーブ
ル（ＡＳＰＩ）の例を示す。これは、アプリケーションサーバ（ＡＳ）の制御部（ＡＳＣ
Ｏ）で実行される個人指標計算（ＡＳＫＰ）によって算出された個人指標の結果を格納し
ているものである。必要な指標だけ算出しても良いが、図１６では多種類の指標を求めた
例を示す。個人指標テーブル（ＡＳＰＩ）は、対象組織のメンバ個人ごとにセンシングデ
ータなどから指標を計算した結果（ＰＴ０２～０７）を、個人ＩＤ（ＰＴ０１）と対応付
けて格納したものである。ここで求めた指標のうち、ネットワーク指標であるもの、例え
ば次数、到達度、結束度、媒介度はそれ自身を指標として用いることもでき、また、これ
を他の指標を重み付けするために用いることもできる。
＜図３６：フローレベル＞
　フローとは、心理学の用語で、人が難しいことにスキルを発揮している状態であり、個
々人のやりがいや、生産性向上が期待できる良い状態であるとされている。作業者のフロ
ーレベルを推測する方法として、アンケートである瞬間の難易度とスキル発揮度をヒアリ
ングし、その両方が高ければフロー状態と見なす方法がある。図３６に示す方法により、
センサの値からフローレベルの推測値を求めることができる。
【０１５５】
　まず実際の運用の前に、前処理として図３６に示す以下の処理を実施し、どのような行
動（周波数）が多いときに、フローが多いかを学習する。まず各ユーザにセンサノードを
装着してもらった状態で、業務中に不定期に、アンケート取得を行う。アンケートの回答
時間とセンシングデータを正確に同期させるためには、センサノードから不定期にシグナ
ルを出力する。例えば、センサノードが不定期にビープ音を鳴らして、作業者にはその瞬
間の状態を回答してもらう方法が利用できる。センサノードが取得したデータ中に、いつ
ビープ音を鳴らしたかを記録しておけば、センサネットサーバ上でアンケートとデータの
同期が可能である。なお、ユーザがアンケートに記入した結果は、人手又はＯＣＲなどに
よって電子化され、アンケートログとしてセンサネットサーバの記憶部に格納される。
【０１５６】
　図３６では、加速度周波数計算で、アンケートの回答時刻近辺で各周波数のデータがど
れぐらいの頻度で出ているかを計算し、アンケートログにアンケート回答と合わせて格納
する。たとえば図３６の表の最初のデータは、ユーザ１が、１０:０１に回答したデータ
で、ユーザは難易度５、スキル発揮度４と回答した。本明細書では、難易度とスキル発揮
度のうち、小さいほうの値をフロー度とみなす。次に、時刻の近辺のデータから各周波数
の出現頻度を計算して格納する。具体的にここでは、ビープの前１５分、後ろ１５分、計
３０分間のデータを対象に、１分毎の加速度周波数を計算する。その結果、０Hzに相当す
るデータが１７個、つまり１７分間あったことを意味する。これをすべてのユーザの全デ
ータに対して実施すると、どのような加速度周波数が多いときにフロー度が高いかが統計
的に推測できるようになる。ここではたとえばフロー度を目的変数とし、各周波数の頻度
を説明変数として、重回帰分析を実施する。その結果、各周波数頻度の重みをまとめたフ
ロー係数が求められる。
【０１５７】
　この前処理により得られたフロー係数を用いて、ある時点のフローレベルを計算する。
具体的には、各ユーザの加速度データ加速度周波数計算を実施し、ある時点の前後１５分
、計３０分の、１分毎の周波数を決定し、周波数分布を求める。たとえば、０Ｈｚ２０回
、１Ｈｚ５回、２Ｈｚ３回、３Ｈｚ２回となったとする。これに対し、周波数ごとに周波
数頻度の重みを示すフロー係数を掛け、合計を求めることによりフローレベルを計算する
。具体的には、２０×（－０．９）＋５×０＋３×（－２．７）＋２×（－０．６）＋３
０＝２．７というフローレベルが求められる。ここで最後の３０は、重回帰分析ＢＭＫＢ



(29) JP 5372588 B2 2013.12.18

10

20

30

40

50

を実施したときに求めた残差である。
【０１５８】
　アプリケーションサーバにおいて、所定期間内のフローレベルを算出する場合には、送
受信部（ＡＳＳＲ）がセンサネットサーバから所定期間内の加速度データを受信し、個人
指標計算（ＡＳＫＰ）が記憶部に格納される解析アルゴリズム（ＡＳＭＡ）を参照して、
上述したように例えば１分ごとのフローレベルを算出する。そして所定期間内のフローレ
ベルを合計することにより、所定期間内のフローレベルを算出することができる。
＜図１７：組織指標テーブル＞
　図１７に、アプリケーションサーバ（ＡＳ）の記憶部（ＡＳＭＥ）内の組織指標テーブ
ル（ＡＳＯＩ）の例を示す。これは、アプリケーションサーバ（ＡＳ）の制御部（ＡＳＣ
Ｏ）で実行される組織指標計算（ＡＳＫＯ）によって算出された対象組織の組織指標の結
果と、組織指標管理サーバ（ＩＳ）から取得した比較用の他組織の組織指標とを格納して
いるものである。必要な指標だけテーブルに格納しても良いが、図１７では多種類の指標
を求めた例を示す。組織指標テーブル（ＡＳＯＩ）に格納されたデータは、何らかのネッ
トワーク指標によって個人指標を重み付けして計算された後のものである。組織指標テー
ブル（ＡＳＯＩ）は、分析対象の組織とその他の組織に関する組織指標（ＯＴ０２～ＯＴ
０７）を、組織ＩＤ（ＯＴ０１）と対応付けて格納したものである。
＜図１８：重み付けによる効果＞
　本発明手法の効果を説明するために、図１８に２種類の組織の例（Ｃａｓｅ　Ａ、Ｃａ
ｓｅ　Ｂ）を示す。説明のために、ネットワーク構造をシンプルにし、指標の値の差を極
端にしてある。図１８では、４人の人物（Ｕｓｅｒ１０００～Ｕｓｅｒ１００３）が存在
する組織があり、メンバはそれぞれ個人の指標が求められている。この指標は例えば、フ
ローレベルなど個人の心理状態に関するものであるとする。Ｕｓｅｒ１０００は、フロー
レベル１００、次数２であり、他のユーザも同様である。４人のネットワーク構造はＣａ
ｓｅ　ＡとＣａｓｅ　Ｂで同じであり、ネットワークの端に位置するＵｓｅｒ１００３の
指標の値だけが２種類のケースで異なっているとする。この組織においては、Ｕｓｅｒ１
０００～Ｕｓｅｒ１００２の３人が相互にコミュニケーションしており組織の主要人物で
あるが、Ｕｓｅｒ１００３は１人としか結びついておらず、この組織にはあまりコミット
していないと解釈できる。
【０１５９】
　この組織の組織指標を求める際に、ネットワーク指標の１つである次数を組織に関与し
ている指標と解釈し、次数によって個人を重み付けする場合について述べる。各メンバの
重み係数（Ａ０２、Ｂ０２）は、（数式２）と同様にして、次数を全員の次数の合計で割
ったものとなる。この重み係数に個人指標の値（Ａ０３、Ｂ０３）を掛けた値（Ａ０４、
Ｂ０４）の合計が本実施形態による組織指標（Ａ０４ｗ、Ｂ０４ｗ）となる。
【０１６０】
　一方で、個人指標の分散を組織指標とした場合には、ＣａｓｅＡ、ＣａｓｅＢ共に値は
１５１９（Ａ０４ａ、Ｂ０４ａ）となるが、Ｕｓｅｒ１００３を外して計算した場合には
０となる。つまり分散を用いた場合、組織の中で重要ではない人物の外れ値に大きく影響
されているといえる。
【０１６１】
　また、全員の個人指標の平均を組織指標とした場合の値はＣａｓｅＡとＣａｓｅＢでそ
れぞれ７７．５、１２２．５となる。平均による組織指標では、ＣａｓｅＡとＣａｓｅＢ
の差は４５となるが、本実施形態による組織指標の差は２２．５である。つまり、平均に
よる組織指標の方が、組織の中で重要ではない人物の外れ値に大きく影響されていると言
える。なお、Ｕｓｅｒ１００３を組織の構成員ではないと定義した場合には、平均による
組織指標も本実施形態による組織指標も値は共に１００となる。しかし、Ｕｓｅｒ１００
３が組織にとって重要であるか否か、Ｕｓｅｒ１００３の個人指標が外れ値であるか否か
の判断は難しく、それらの閾値を設けることにより組織指標が恣意的になるおそれがある
。
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【０１６２】
　従って、本実施形態で示される手法、つまり、ネットワーク指標によって個人指標を重
み付けすることで、組織にあまりコミットしていない人物の外れ値に影響されにくく、組
織構成員の範囲定義に影響されにくい安定した組織指標を算出することが可能である。そ
のため、組織指標の信頼性が増し、人数の異なる組織間の指標の比較や、同一組織の長期
的な時系列変化分析において有用である。
＜指標と重み付け方法の組合せ＞
　次に、組織指標に用いる指標と重み付けに用いる指標との組み合わせの選択方法につい
て述べる。
＜結束度×到達度重み＞
　組織指標として結束度を用いる場合には、初期設定では重み付けに用いる指標は到達度
を選択する。なぜなら、結束度は図１３に示すようなネットワーク構造に基づく指標であ
るため、重み付けに用いる指標としては、組織のネットワークでの重要度に基づく指標で
あり、かつ、結束度とは相関の低い指標であることが望ましい。ネットワーク指標によっ
て重み付けするということは、その組織のメンバとの関わりが強い人物を組織の重要人物
とみなすということであり、そのような人物の結束度が高いケースの方がそうでないケー
スよりも組織全体の結束度が高いとみなすことができる。
【０１６３】
　結束度を重み付けするために用いるネットワーク指標として次数、到達度、媒介度を候
補とし、実際の組織の１７２人のデータからこれらの指標の分布を調べた。
【０１６４】
　図２６（ａ）（ｂ）（ｃ）に、それぞれ次数、到達度、媒介度によって重み係数を求め
た場合の分布を示す。いずれも１７２個の重み係数の合計は必ず１になる。横軸は重み係
数の昇順での順位である。このグラフによると、図２６（ａ）の次数と、図２６（ｂ）の
到達度による重み係数は緩やかな傾きを持つ分布であるが、図２６（ｃ）の媒介度による
重み係数は１４４位以降から急に傾きが大きくなる分布となっている。これらの分布を、
昇順に累積して示したものが図２７である。このような累積グラフをローレンツ曲線と呼
び、下に凸な分布ほど値の格差が大きい分布であることを意味する。単純な平均を用いて
組織平均を用いた場合には、重み係数は全員等しい値になるため、ローレンツ曲線は直線
になる。また、次数や到達度による重み係数では下に凸となるため、重く扱われるメンバ
とそうでないメンバとが少し差をつけられることになる。さらに、媒介度による重み係数
では大きく下に凸となるため、メンバ間の重みの差が非常に大きくつけられることになる
。図２７によると、昇順で１２０位まで（全体の７０％の人数）のメンバでは、重み係数
の合計は０．２（２０％）にしかならない。つまり、媒介度の値が上位３０％の人数のメ
ンバの個人指標によって組織指標の８０％が決定されるということを意味する。媒介度の
値はネットワーク図で中央部に位置する人物は非常に大きな値になるが、端に位置する人
物は０になるため、このような極端に差がある分布になるのである。図２７の結果による
と、媒介度を重み係数として用いた場合には、７０％の人数の個人指標はほぼ無視されて
しまうことになるため、それは組織を評価する指標としてはあまりに極端だと考えられ、
媒介度は重み係数の候補としては適さない。
【０１６５】
　次に、次数と到達度において、組織に関与している度合いをより適切に反映している指
標はどちらかを検討する。そのために図２６・図２７と同じ組織における、各メンバの次
数と到達度を両軸に取った分布を示した散布図を図２８に示す。
【０１６６】
　組織に強く関与している人物の例として組織のマネージャである部長のデータを参照す
る。図２８において、全体での分布については、次数と到達度は強い相関があることがわ
かる。これは、次数とは１ステップに限定した到達度であると言えるように、次数と到達
度は同質の意味を持つ指標であり、定義する範囲のみが異なるものだからである。また、
非常に次数の多い人物であっても到達度は１２０人付近で頭打ちになっている。これは、
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ネットワークにおいて２ステップでは到達されにくい場所に位置する人物が、全体の１７
２人中約５０人ほど存在するということを意味している。これによって、図２８の次数と
到達度の分布は右に行くほど傾きが緩やかになる二次関数で近似される。近似曲線を図中
に線で示している。図２８の分布の中で、７名の部長は次数と到達度の高い場所、低い場
所、中間の場所の３箇所それぞれに分布している。しかし、全員に共通しているのは、近
似曲線よりも上に位置しているという点である。これは、他のメンバの分布と比較して、
部長は次数に対して到達度が大きくなるようなネットワーク上の位置を占めているという
ことを意味する。次数は自らが直接会話しなければ上がらないが、到達度は直接会話した
相手が更に多くのメンバと会話をしていれば上がる。つまり、多忙なことが多い部長は、
組織の多くの人物と繋がっているキーパーソンを選択して効率的にコミュニケーションす
ることで、直接多くのメンバと会話しなくても情報を広く伝達・収集できるようにしてい
ると解釈できる。この特性は、他の組織においても同様に確認することができた。以上の
傾向から、次数よりも到達度の方が、組織に影響を与えている度合いを適切に反映してい
ると考えられるため、結束度を求めるための重み係数には到達度を用いる。
＜フローレベル×滞在時間重み＞
　さらに、組織指標としてフローレベルを用いる場合には、初期設定では重み付けに用い
る指標は滞在時間を選択する。フローレベルとは、身体の微小な動きに関するデータ、例
えば加速度のセンシングデータから特徴量を取って求めた指標であり、没頭しているとい
う心理状態を表す指標である。これによって、仕事を楽しみ、没頭しているメンバが多い
組織は良い組織であるとみなして組織指標を算出する。ここにおいて、基本的にはユーザ
はオフィスに滞在している時間しか端末（ＴＲ）を装着していないため、ここで算出され
た個人のフローレベルはオフィス内での心理状態を反映する指標である。そのため、ほと
んどオフィスに滞在していない人物が、短い滞在中に高いフローレベルになったとしても
、それは組織としてフローレベルが高いとは言い難い。個人指標であるフローレベルを平
均して組織指標を算出した場合には、滞在時間の短い人物の値も、長い人物の値も平等に
扱われることになる。よって、フローレベルについては、各メンバのオフィス滞在時間に
よって重み付けすることで、組織のフローレベル、つまり仕事を楽しむ組織かどうかを評
価することができる。
【０１６７】
　個人の滞在時間を算出するには、加速度データテーブル（ＳＳＤＢ＿ＡＣＣ）または対
面テーブル（ＳＳＤＢ＿ＩＲ）のデータを用いる。他のセンシングデータを格納したテー
ブルを用いても良い。端末（ＴＲ）は、外部電源接続検出回路（ＰＤＥＴ）によって、端
末（ＴＲ）が充電器に挿されている状態か否かを判別しており、挿されている状態である
場合には、各センサにおいてセンシングを行わない。つまり、各種データテーブルにはそ
の時刻のデータは存在しない。これを利用して、図１０の加速度データテーブル（ＳＳＤ
Ｂ＿ＡＣＣ）のようなテーブルにおいて、時刻（ＤＢＴＭ）を参照して１日ごとの滞在時
間を算出する。ここで送信時のエラーなどによって一行分のデータが欠損することなども
ありうるため、センシング間隔よりも大きい単位、例えば５分や１０分ごとに区切って、
その期間内に１つでもデータが入っていれば、装着者はオフィスに滞在していたとみなし
て処理する。また、端末（ＴＲ）がユーザに装着されておらず、かつ、充電器に挿されて
いない状態も有り得る。例えば、端末（ＴＲ）を机の上に放置したままユーザが帰宅して
しまった場合などである。このようなケースを滞在時間としてカウントしないようにする
ためには、加速度データテーブル（ＳＳＤＢ＿ＡＣＣ）を参照し、センシング間隔よりも
大きい単位、例えば５分や１０分ごとに区切って、その期間内の加速度リズムを求める。
加速度リズムが一定値以下であるとき、つまり端末（ＴＲ）がほとんど振動していない場
合には、滞在時間としてカウントしないように処理する。これは、人間が端末（ＴＲ）を
装着していながらほとんど振動しないということは滅多にありえないという性質を利用し
ている。
【０１６８】
　このように、図７で示したようにユーザが重み付け指標を選択するのではなく、組織の
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実情に照らして、個人指標が結束度の場合には到達度を自動的に選択して、到達度から算
出される重み係数を用いて組織指標を算出するように実装することができる。また、個人
指標がフローレベルの場合には滞在時間を自動的に選択して、滞在時間から算出される重
み係数を用いて組織指標を算出するように実装することができる。これにより、組織の生
産性の高さに正の相関がある結束度及びフローレベルについて、組織にあまり関与してい
ない人物の外れ値に影響されにくく、組織構成員の範囲定義に影響されにくい安定した指
標を算出することが可能となる。
＜図１９～図２５：アプリケーション例＞
　算出した結果の組織指標を表示するアプリケーションの例を図１９～２１、図２３～２
５に示す。
【０１６９】
　図１９は、組織指標（この例では結束度）を組織管理サーバから取得される他の組織の
組織指標と比較して表示装置に棒グラフで表示した例である。結束度を縦軸、順位を横軸
にとり、降順で並べて対象組織を示す記号を棒グラフ上にプロットすることにより、対象
組織が相対的にどの位置にいるかを示す。この棒グラフにおいては、階層的な複数の組織
、例えばＡ社全体の指標と、Ａ社の一部署であるＡ部の指標とが独立した別の組織として
存在していても良い。この表示方法によって、他の組織との比較が可能であり、組織の相
対的な強みと弱みを定量的に分析することができる。
【０１７０】
　図２０は、組織指標（この例では結束度）の同一組織での時系列変化を折れ線グラフで
示した例である。ネットワーク指標によって重み付けされていることで、組織の人数やメ
ンバ定義が変化しても、例えば転属などがあっても、同一の組織として継続的に分析する
ことが可能である。これによって、指標と組織の出来事とを照らし合わせ、どのような出
来事が起こった時期に組織指標が向上するのかを分析し、指標向上のための改善施策を立
案するために有用である。
【０１７１】
　図２１は、２種類の組織指標を両軸に取り、複数組織のデータを散布図としてマッピン
グした２次元マップの例である。この例では、組織指標としては、横軸に結束度、縦軸に
フローレベルを用いている。フローレベルとは、身体の微小な動きに関するデータ、例え
ば加速度のセンシングデータから特徴量を取って求めた指標であり、没頭しているという
心理状態とつながりの強い指標である。結束度によって組織の連携の構造の良さを示し、
フローレベルによって組織のメンバが新しいことに挑戦し没頭している度合いを示す。こ
れらの両方が高い組織は、没頭することによって個人の能力を最大限に引き出して成長さ
せ、また適切に連携することによって組織の知識が適切に循環しまた新しく生み出される
。したがって、高いことが望ましい２種類の組織指標を両軸に取った散布図によって、対
象組織の長所や短所を他組織の分布と比較して相対的に理解することができる。
【０１７２】
　図２１の例では、１つの会社とその下位組織（部や課、チーム）がそれぞれ独立した組
織としてプロットされている。なお、同じ会社に属する組織は同じ記号でプロットされて
いる。この結果によると、Ａ社は他社と比較してフローレベルが高く、結束度が低い。つ
まり個人の能力は発揮されているが組織の連携がうまくできていないことがわかる。また
、Ｃ社においては連携力が高い組織が多いが、フローレベルは高くない。したがって、コ
ミュニケーションが多くなりすぎて個人がじっくり仕事に取り組む機会が少ないのではな
いかということが懸念される。また、Ｂ社は結束度もフローレベルも共に値が高く、バラ
ンスの取れた良いマネジメントがなされていると評価できる。
【０１７３】
　このように、両方が高いことが望ましい独立した２指標を元に新たな総合指標を作り、
組織指標として他の組織指標と同様に扱うことも可能である。例えば、図２１の例から、
組織の分布に適合するように双曲線を引く。フローレベルと結束度を合わせた指標を「総
合組織力」と名づけると、
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　総合組織力＝（結束度＋α）＊（フローレベル＋β）　（α、βは定数）
で求められる。総合組織力の値が一定のラインを図上に表示することも可能である。これ
によって、２軸の総合した指標が高い組織を発見でき、組織マネジメントの好例としてよ
り深い分析を行い、他組織のマネジメント改善に役立てることができる。
【０１７４】
　図２２に、図２１の組織指標の２次元マップを作成するためのフローチャートを示す。
この例では、組織指標としては結束度とフローレベル、重み付けには結束度の場合には到
達度、フローレベルの場合は滞在時間を用いた場合を示している。指標を計算する大枠の
手順は図８と同様であるが、２種類の組織指標を求めるため、個人結束度算出（ＡＳＣ１
）と個人フローレベル算出（ＡＳＦ１）、重み係数計算（ＡＳＷ２）の３種類の処理が並
列で行われる。そして求めた重み係数を用いて、組織結束度計算（ＡＳＣ２）と組織フロ
ーレベル計算（ＡＳＦ２）が実行される。重み係数に用いるネットワーク指標は、２種類
の組織指標に対して同じものを用いることが望ましい。なぜなら、異なる指標を用いた場
合には組織指標の解釈の仕方が変わるからである。
【０１７５】
　全体の流れとしては、開始（ＡＳＳＴ）後、解析条件設定（ＡＳＩＳ）をする。設定方
法は図１２の解析条件設定ウィンドウ（ＣＬＩＳＷＤ）と同様であるが、解析条件設定（
ＣＬＩＳＰＤ）の項目において２種類の組織指標を選択することが必要である。つぎに、
センシングデータ取得（ＡＳＧＳ）において、結束度やフローレベルの計算に用いるセン
シングデータと、他組織の結束度とフローレベルデータを取得する。そして、対面データ
に基づいて対面マトリクス（ＡＳＭＭ）を作成（ＡＳＭ０）する。個人フローレベル算出
（ＡＳＦ１）では加速度データから個人別に特徴量を算出し、個人のフローレベルの値を
求める。個人結束度算出（ＡＳＣ１）では対面マトリクス（ＡＳＭＭ）から個人の周囲の
エゴセントリックネットワークを抽出し、結束度を算出する。組織コミットメント指標算
出（ＡＳＷ１）では対面マトリクス（ＡＳＭＭ）に基づいて各個人から２ステップで到達
する人数をカウントすることにより、到達度を算出する。また、対面デーブル又は加速度
テーブルから、個人のオフィスの滞在時間を算出する。さらに、個人の到達度及び滞在時
間に基づいて各メンバの重み係数を計算する（ＡＳＷ２）。その重み係数を用いて、組織
フローレベル計算（ＡＳＦ２）と組織結束度計算（ＡＳＣ２）の処理を行い、２次元マッ
プの両軸の数値を得る。次に、組織指標を可視化する描画（ＡＳＰＢ）において、これら
の数値と組織指標管理サーバ（ＩＳ）から取得した他組織のデータとを合わせてプロット
し、画面表示（ＣＬＤＰ）して終了（ＡＳＥＮ）となる。
【０１７６】
　図２３は、組織指標（この例では総合組織力）の、複数組織間での比較をオフィスが存
在するフロアマップに対応付けて示した例である。オフィスのフロアマップは予めアプリ
ケーションサーバの記憶部に格納されており、描画（ＡＳＰＢ）は、組織指標テーブルに
格納される組織指標とフロアマップとを対応づけることにより、指標が高い組織ほど大き
な円で囲って指標の値を表示装置に表示させることができる。組織に関係する人々は、オ
フィスの配置と関連付けて対象部署を認識していることが多いため、この方法によってよ
り直感的に、対象部署の指標を認識することができる。また、円の大きさによって、部署
間の差を認識しやすくなる。フロアマップだけでなく、複数フロアの図や、ビルごとの図
、日本地図や世界地図に組織の所在地を対応付けてマッピングしても良い。
【０１７７】
　図２４は、１社内の複数の下位組織の組織指標（この例では総合組織力）を、階層型組
織図に対応付けて示した例である。組織構造を示すデータは、予めアプリケーションサー
バの記憶部に格納されており、描画（ＡＳＰＢ）は、組織指標テーブルに格納される所定
期間内の総合組織力と組織構造を示すデータとを対応づけることにより、階層型組織図に
総合組織力の変化を併せて表示装置に表示させることができる。本表示によって、上位組
織と下位組織をそれぞれ独立した組織として組織指標を算出できる。各組織の単位での指
標を組織図と対応付けることで、組織同士の関係を自然に意識して指標を見ることができ
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る。多様な部署のメンバが集まっている横断プロジェクトは、図の下部に示されている。
図２４の例では、分析対象時期の組織指標の数値と共に、前月からの変化を矢印で記して
いる。これによって、現在、組織指標が向上している部署、悪化している部署、変化のな
い部署を理解することができる。
【０１７８】
　図２５は、組織指標（この例では総合組織力）を用いた分析の例である。本実施形態に
よって算出した組織指標とは別の、組織の環境や結果に関する数値とを合わせて分析する
ことで、組織指標を向上するための方法を見つけることができる。図２５の例では、組織
の環境に関する数値であるオフィスの平均室温と、総合組織力とを二軸にとって散布図に
プロットしている。これによって、総合組織力を高める、つまり、メンバのフローレベル
と結束度とを共に高めるために適した室温を知ることができる。
【０１７９】
　このようにして、組織にまつわる多種類の変数と行動センシングデータに基づく組織指
標との相関解析や多変量解析を用いて、組織指標を向上するための方法を見つけたり、生
産性の向上のために有用な組織指標を見つけたりするために利用することができる。
【実施例２】
【０１８０】
　本発明の第２の実施の形態について図面を参照して説明する。
【０１８１】
　十分に信頼の高い組織指標を算出するためには、その元となるセンシングデータが欠損
することなく、センサネットサーバに格納されなくてはならない。一般に、センサネット
ワークの端末で取得されるデータが欠落する原因として無線通信の問題がある。無線によ
る通信が可能な距離は有限であり、端末や基地局同士の距離が一定以上離れた場合には通
信が行えない。また、ノイズの多い環境下や、通信経路上の障害物などによって、通信可
能である距離は短縮する。本実施例では、基地局（ＧＷ）の機能をクレイドル（充電器）
に持たせた、クレイドル型基地局（ＧＷ）によって、複数の端末（ＴＲ）から無線を用い
ずにデータを送受信する方法を提示する。これによって、端末（ＴＲ）で取得したセンシ
ングデータを欠損することなく、センサネットサーバ（ＳＳ）に収集し、信頼度の高い組
織指標を算出することができる。
【０１８２】
　またさらに、人数の多い組織の特徴を適切に示した組織指標を算出するためには、多く
の端末を用意し、それらから欠損なくセンシングデータを収集することが必要である。無
線を用いてデータ収集する場合には、ユーザが主に滞在する場所を無線がカバーするよう
に基地局の配置場所をあらかじめ十分に検査しておくことが必要であるが、規模の大きな
組織の場合にはそれは非常に手間と時間を要する作業になる。また、端末１つに対して１
つのクレイドル型基地局（ＧＷ）を割り当て、基地局（ＧＷ）を有線または無線でセンサ
ネットサーバ（ＳＳ）に接続させてデータを収集させる方法もあるが、人数が多い組織に
おいては必要な端末の個数も多いため、端末と同数のクレイドル型基地局（ＧＷ）の設置
と接続設定を行うのは非常に困難である。
【０１８３】
　そこで、本実施例では、複数のコネクタを有するクレイドル型基地局（ＧＷ）を用いる
ことで、１つのクレイドル型基地局（ＧＷ）で複数の端末（ＴＲ）のデータを収集するよ
うにし、これによって設置と接続設定の手間と時間を大きく短縮することができる。これ
によって、大規模な組織のデータを収集し、組織指標を求めることが可能になる。
【０１８４】
　図２９は、本発明の第２の実施の形態を実現するセンサネットワークシステムの全体構
成を説明するブロック図であり、そのうちの基地局（ＧＷ）と端末（ＴＲ）の構成を示し
た図である。本実施例では、端末（ＴＲ）と基地局（ＧＷ）間のアソシエイト方法のみが
第１の実施の形態と異なる点であり、その他のシステム構成は図２～４と同様にして、セ
ンシングデータを収集し、組織指標が算出される。
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【０１８５】
　クレイドル型基地局（ＧＷ）は端末（ＴＲ）が接続されると（ＴＲＣＤ）、接続検知デ
ータ（ＭＴＣＤ）を受け取る（ＧＷＣＤ）。これによって、端末管理情報修正（ＧＷＴＦ
）し、その基地局（ＧＷ）の管理下にある端末（ＴＲ）を把握し、アソシエイトされる。
【０１８６】
　図３０は、第２の実施の形態におけるクレイドル型基地局（ＧＷ）の構成を説明する図
である。主な外部との接続として、ＡＣアダプタ接続プラグ１３１、センサネットサーバ
（ＳＳ）との通信を行うＵＳＢコネクタ１３２、端末（ＴＲ）と接続する複数のコネクタ
１２６がある。これらのコネクタとしては、市販されているコネクタを利用することがで
きる。
【０１８７】
　ＡＣアダプタ接続プラグ１３１により直流電圧１２Ｖを受け、レギュレータ１２１によ
り、端末（ＴＲ）が接続したときの充電電圧と動作電源を供給する。また、レギュレータ
１２２によりクレイドル型基地局（ＧＷ）の動作電源を供給する。
【０１８８】
　クレイドル型基地局（ＧＷ）の動作を制御するのは制御部（ＧＷＣＯ）、ＣＰＵに該当
するマイコン１０１であり、また時刻同期のための時刻計測部である、上述の時計（ＧＷ
ＣＫ）に該当するＲＴＣ１０２を具備する。センサネットサーバ（ＳＳ）との通信はＵＳ
Ｂにより行い、ＵＳＢコネクタ１３２とマイコン１０１の間にはＵＳＢ／シリアル変換１
０３を具備する。
【０１８９】
　クレイドル型基地局（ＧＷ）のＩＤを設定するＩＤ設定部として機能するＤＩＰスイッ
チ１０８を備え、センサネットサーバ（ＳＳ）に複数のクレイドル型基地局（ＧＷ）を接
続したときにも、それぞれのクレイドル型基地局（ＧＷ）を区別することが可能である。
【０１９０】
　モードスイッチ１０７は、クレイドル型基地局（ＧＷ）の動作を切り替えるために使用
する。例えば、端末（ＴＲ）への設定情報書込みモード、端末（ＴＲ）からのデータ収集
モードなどを切り替える。
【０１９１】
　端末（ＴＲ）との通信は、データを一時的に蓄えておく複数の一次記憶部であるバッフ
ァ１１４、パラレル／シリアル変換部１１７、双方向トライステートバッファ１１６を通
して行う。コネクタ１２６のピン数には制限があるため、パラレル／シリアル変換１１７
にて、端末（ＴＲ）とはシリアル通信を行う。
【０１９２】
　端末（ＴＲ）は軽量化のため容量の小さいバッテリを具備している。そのため、端末（
ＴＲ）は、低消費電力で動作しなければならず、動作クロック周波数は低い。そのような
動作クロック周波数が低い端末（ＴＲ）の複数からデータを収集すると、装着者が帰宅時
にクレイドル型基地局（ＧＷ）に挿して、次の日の出勤時にクレイドル型基地局（ＧＷ）
から抜くまでの間に収集が終わらないという問題が起こる。そのため、本実施例において
はバッファ１１４に端末（ＴＲ）からのデータを一時的に蓄えておくことで、マイコンは
端末（ＴＲ）が接続している予め決められた順番に、複数のバッファ１１４から高速にデ
ータを収集することが可能である。本実施例によれば、データ収集に掛かる時間は２，３
時間程度の短時間で終了することが出来る。
【０１９３】
　端末（ＴＲ）が接続するとコネクタ１２６のＴＡＧＳＴ信号により接続を検知して、充
電電流電圧制御を行う充電制御部１２４が充電を開始するとともに、マイコン１０１はＲ
ＴＣ１０２の時刻に基づき端末（ＴＲ）の時刻同期と、端末（ＴＲ）のセンシングデータ
の収集を開始する。端末（ＴＲ）がクレイドル型基地局（ＧＷ）に接続中はレギュレータ
１２１から供給される動作電源により端末（ＴＲ）は動作する。後述するように、データ
収集中に端末（ＴＲ）との接続は外れても良い。端末（ＴＲ）のファームウェアを書き換
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える時にはコネクタ１２６のＭＤ２、ＲＳＴ信号を制御する。
【０１９４】
　端末（ＴＲ）とセンサネットサーバ（ＳＳ）との通信の際に、何らかの遅延が発生した
場合には、ＳＤＲＡＭ１１２にデータを溜めておく事が出来る。あるいは、ＦＬＡＳＨ１
１１に溜めても良い。ＦＬＡＳＨ１１１の場合には、クレイドル型基地局（ＧＷ）の電源
が切れてもメモリの内容が消えないという利点がある。これにより、例えば、センサネッ
トサーバ（ＳＳ）の電源が切れた等の問題が発生しても、端末（ＴＲ）のデータを安全に
回収することが可能である。
【０１９５】
　図３１は、端末（ＴＲ）がクレイドル型基地局（ＧＷ）に接続したときの処理シーケン
スを説明する図である。
【０１９６】
　最初にクレイドル型基地局（ＧＷ）とセンサネットサーバ（ＳＳ）の時刻合せを行う。
これにより、クレイドル型基地局（ＧＷ）が複数あっても端末（ＴＲ）の時刻がずれるこ
とはない。
【０１９７】
　端末（ＴＲ）がクレイドル型基地局（ＧＷ）に接続すると（２０２）、挿入通知がクレ
イドル型基地局（ＧＷ）に送られる。クレイドル型基地局（ＧＷ）のマイコン１０１は時
刻合せ処理（２０３）を実行して、時刻合せを端末（ＴＲ）に送り、端末（ＴＲ）は時刻
を設定する（２０４）。
【０１９８】
　次に、クレイドル型基地局（ＧＷ）のマイコン１０１はデータ収集準備（２０５）を実
行し、収集コマンド１を端末（ＴＲ）に送る。端末（ＴＲ）は保存データ１のパケットを
送信し、クレイドル型基地局（ＧＷ）はデータを受け取るとＡｃｋ１を端末（ＴＲ）に返
信するとともに、データをバッファに格納する（２０７）。Ａｃｋ１を受け取った端末（
ＴＲ）はその記憶部（ＭＴＭＥ）に保存した保存データ１に送信済みのマークを付ける（
２０８）。クレイドル型基地局（ＧＷ）はデータ１をセンサネットサーバ（ＳＳ）に送信
し（２０９）、センサネットサーバ（ＳＳ）は送られたデータをデータベース（ＤＳＤＢ
）に格納する。処理２０６から処理２１０までは、端末（ＴＲ）の保存データが無くなる
まで繰り返す。
【０１９９】
　クレイドル型基地局（ＧＷ）がデータを受け取ってからＡｃｋを返し、端末（ＴＲ）は
Ａｃｋを受けて送信済みとするため、処理の途中で、端末（ＴＲ）がクレイドル型基地局
（ＧＷ）から外されたとしても、クレイドル型基地局（ＧＷ）が受け取っていないデータ
が送信済みとなることは無い。従って、次回のデータ収集時には未送信のデータから送信
を開始する。
【０２００】
　処理の途中で、端末（ＴＲ）がクレイドル型基地局（ＧＷ）から外された場合には、タ
イミングによっては、同じデータを２度送信することがあるため、センサネットサーバ（
ＳＳ）によって、同じデータは削除するようにしても良い。
【０２０１】
　処理の途中で、端末（ＴＲ）がクレイドル型基地局（ＧＷ）から外される想定としては
、装着者が帰宅しようと思い、クレイドル型基地局（ＧＷ）に挿入したが、仕事を思い出
して、クレイドル型基地局（ＧＷ）から取り外して業務を再開する場合などである。
【０２０２】
　本実施例の構成によれば、データ収集の途中で、端末（ＴＲ）がクレイドル型基地局（
ＧＷ）から外された場合でも問題は生じない。
【０２０３】
　図３２は、複数の端末（ＴＲ）が複数のクレイドル型基地局（ＧＷ）に挿入されてデー
タを収集する使用形態を説明する図である。ここで、３０１はクレイドル型基地局（ＧＷ
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）、３０２は端末（ＴＲ）、３０３はＵＳＢコネクタ１３２に接続されたＵＳＢケーブル
、３０４はセンサネットサーバ（ＳＳ）である。
【０２０４】
　クレイドル型基地局（ＧＷ）３０１はＤＩＰスイッチ１０６によりクレイドル型基地局
（ＧＷ）のＩＤを設定することが可能である。このＩＤにより、センサネットサーバ（Ｓ
Ｓ）３０４は各クレイドルを識別して通信することが可能である。なお、図３２では２台
のクレイドル型基地局（ＧＷ）を接続している例を示しているが、ＵＳＢハブを用いるこ
とで数十台のクレイドル型基地局（ＧＷ）を接続することが可能である。
【０２０５】
　本実施例によれば、クレイドル型基地局（ＧＷ）には複数の端末（ＴＲ）が接続可能で
あり、センサネットサーバ（ＳＳ）には複数のクレイドル型基地局（ＧＷ）が接続可能で
あり、端末（ＴＲ）の数が増えても集中管理を可能とすることができる。
【０２０６】
　図３３は、本実施例のクレイドル型基地局（ＧＷ）のプリント基板の部品実装図である
。ここで、５０１－５１０は端末（ＴＲ）との接続コネクタ、５１１－５２０は端末（Ｔ
Ｒ）が充電中の時に点灯するＬＥＤ、５２１－５３０は端末（ＴＲ）と通信を行っている
ときに点滅するＬＥＤ、５５１はクレイドル型基地局（ＧＷ）の処理を制御するマイコン
、５５２は収集するデータを一時的に保存するメモリ、５５３はセンサネットサーバ（Ｓ
Ｓ）と接続するためのＵＳＢコネクタ、５５４はクレイドル型基地局（ＧＷ）のＩＤを設
定するＤＩＰスイッチ、５５５は電源スイッチ、５５６はＤＣジャックである。ここでは
端末（ＴＲ）が１０台接続できる構成例を示した。本実施例によれば、少ない面積で複数
の端末（ＴＲ）が接続可能である。
【０２０７】
　図３４は、複数の端末（ＴＲ）から本実施例のクレイドル型基地局（ＧＷ）が効率よく
データを収集できることを説明する図である。ここで、４５１から４６０までが端末（Ｔ
Ｒ）、４００がクレイドル型基地局（ＧＷ）、４４１がセンサネットサーバ（ＳＳ）であ
る。
【０２０８】
　クレイドル型基地局（ＧＷ）４００は、端末（ＴＲ）４５１－４６０が接続する個数分
だけ、データを一時的に保存しておくバッファ４１１－４２０を具備する。これにより、
端末（ＴＲ）４５１－４６０とバッファ４１１－４２０との間のデータ転送は平行して処
理可能である。マイコン４０１は、端末（ＴＲ）と比較して高速動作するため、マイコン
４０１は予め決められた順番にバッファ４１１－４２０からのデータ収集を高速に処理す
ることが可能である。
【０２０９】
　もし、バッファ４１１－４２０が無い場合には、マイコン４０１と端末（ＴＲ）４５１
－４６０との通信は、端末（ＴＲ）４５１－４６０を順番に切り替えて通信する必要があ
り、低速動作の端末（ＴＲ）のために、センサネットサーバ（ＳＳ）４４１への転送は高
速に処理することが出来ない。
【０２１０】
　本実施例によれば、端末（ＴＲ）４５１－４６０に対応するバッファ４１１－４２０を
持つことで、高速にデータ収集が可能である。
【０２１１】
　図３５は、クレイドル型基地局（ＧＷ）が複数の端末（ＴＲ）からデータを収集してセ
ンサネットサーバ（ＳＳ）に送信するタイミングを説明する図である。マイコン４０１、
ＵＳＢ／ＣＯＭ４０２、ＬＥＤ／ＳＷ４０３、ＲＴＣ４０４、バッファ４１１－４２０、
ＬＥＤ４２１－４３０は、それぞれ図２のマイコン１０１、ＵＳＢコネクタ１３２とＵＳ
Ｂ／シリアル変換１０３、ＬＥＤ１０４、１０５とＳＷ１０６、１０７、ＲＴＣ１０２、
バッファ１１４、通信ＬＥＤ１１５にそれぞれ対応するものである。なお、バッファ４１
１－４２０はパラレル／シリアル変換１１７の機能も有するものとして図示した。
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【０２１２】
　ここで、時刻（Ａ）のときに端末１が接続し、時刻（Ｂ）のときに端末２が接続し、時
刻（Ｃ）のときに端末３が接続し、時刻（Ｄ）のときに端末４が接続し、それぞれ対応す
るバッファ４１１－４２０にデータを読込む。時刻（Ａ）から端末１のデータ収集が開始
し、端末が接続されると随時データ収集が開始し、各端末のデータ収集は図３５の（１）
－（４）に示すように並行して進む。バッファ４１１－４２０からの各携帯端末１－４の
データは時分割で順次ＵＳＢコネクタ４０２からセンサネットサーバ（ＳＳ）に送られる
。端末（ＴＲ）とクレイドル型基地局（ＧＷ）間の通信は低速であるが、センサネットサ
ーバ（ＳＳ）への送信は高速のため、接続している端末（ＴＲ）が少ないときにはＵＳＢ
出力の隙間は長くなり、接続している端末（ＴＲ）が多いときにはＵＳＢ出力の隙間は短
くなる。このようなタイミングで、センサネットサーバ（ＳＳ）は低速な端末（ＴＲ）の
送信データを高速に収集が可能である。
【０２１３】
　以上のように、本発明の第２の実施の形態によって、欠損することなく収集されたセン
シングデータを活用して、より信頼度の高い組織指標を算出し、組織を適切に評価するこ
とができる。また、複数のコネクタを有するクレイドル型基地局（ＧＷ）を用いることで
、クレイドル型基地局（ＧＷ）の設置の手間を省略し、人数の多い大規模な組織のデータ
を得、組織指標の算出を簡便にする。
【０２１４】
　以上、本発明の実施形態について説明したが、本発明は上記実施形態に限定されるもの
ではなく、種々変形実施可能であり、上述した各実施形態を適宜組み合わせることが可能
であることは、当業者に理解されよう。
【産業上の利用可能性】
【０２１５】
　本発明は、例えば、人員管理、プロジェクト管理などによって生産性向上の支援を行う
ためのコンサルティング産業に利用可能である。
【符号の説明】
【０２１６】
ＴＲ、ＴＲ２、ＴＲ３　端末
ＧＷ、ＧＷ２　基地局
ＵＳ、ＵＳ２～４　ユーザ
ＩＳ　組織指標管理サーバ
ＧＳ　業務情報管理サーバ
ＮＷ　ネットワーク
ＰＡＮ　パーソナルエリアネットワーク
ＳＳ　センサネットサーバ
ＡＳ　アプリケーションサーバ
ＣＬ　クライアント
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